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１ 業務概要 

(1) 業務概要 

 ・業務名 能登半島地震からの復興における公共交通移動モデルの構築支援に関する調査等業務 

 ・業務期間 令和７年７月７日～令和８年３月31日 

 ・業務内容 

  １）地域公共交通に係るニーズ及び対応の変遷の整理 一式 

  ２）地域公共交通移動モデルの構築支援 一式 

 ・業務委託料 2,959,000 円（うち消費税及び地方消費税の額269,000円） 

・発注者 

国土交通省北陸信越運輸局交通政策部交通企画課 

・受注者 

株式会社日本海コンサルタント 新潟支店 

  〒950-0965新潟県新潟市中央区新光町19番地８  

パブリシティ・フレックスビル506号室 

TEL: 025-282-5813 

 担当：社会事業本部計画研究室 

  〒921－8042 石川県金沢市泉本町２丁目126番地 

  TEL: 076-243-8287 

 

(2) 業務目的 

奥能登地域においては、令和６年１月１日に発生した令和６年能登半島地震において、最大震

度７を記録する甚大な被害を受け、また、同年９月には令和６年奥能登豪雨が発生し、復旧・復

興への道半ばで更なる被害をもたらした。令和６年能登半島地震の発生から１年が経過したが、

鉄道やバス等の地域公共交通は、道路の復旧に合わせて順次運行を再開しているものの、一部路

線では運休や迂回等が続いている状況であり、対応の長期化が想定される。 
また、昨今では、人口減少やコロナ禍の影響等による利用者の減少や運転者不足等の影響によ

り、全国各地で路線の廃止や減便等が相次ぎ、いわゆる「交通空白」の状態となる地域も生じて

いる中で、能登地域においては、従前からのこれらの課題も相まって、発災以降、タクシー事業

者の休廃止や路線バスの減便が加速化し、公共交通の確保・維持がより厳しい状況となっている。 
こうした課題がある中、県が中心となり能登地域における持続可能な地域交通への再構築に向

けた検討は着実に進められ、令和６年度末に「石川県能登地域公共交通協議会」において、「第一

次能登地域公共交通計画」が策定され、広域基幹交通の確保維持として、のと鉄道の再構築や特

急バスの確保維持に関する方策等が取りまとめられ、さらに、二次計画として、市町を跨ぐ広域

的な地域交通のあり方についても令和７年度内に取りまとめていく方針が示された。 
北陸信越運輸局において令和６年度に実施した「地域公共交通の復興における対応手法・移動
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モデルの構築に関する調査等業務」においては、令和６年能登半島地震において被災した奥能登

２市２町における被災状況を整理し、過去の被災事例における被災パターンとの類似点の調査・

分析や復興のフェーズに応じて変化する地域課題を踏まえ、移動手段の確保に関する対応手法を

整理し、事業スキームモデルや移動モデルの構築に係る支援を行った。また、今後の災害対応に

生かすことを目的として、発災以降の地域公共交通に係るニーズ・対応の変遷について調査・整

理を行った。 
上記を受け、本業務では、常に変化する奥能登被災地の状況を踏まえて、発災から２年目にお

ける地域公共交通に係るニーズ・対応の変遷について、令和６年度調査結果のアップデートを行

うとともに、能登地域の一次計画や、今後策定となる二次計画と連携を図りながら、奥能登２市

２町の地域公共交通の確保維持に向けた公共交通移動モデルの構築支援を行い、今後の奥能登地

域における持続可能な地域公共交通の再構築に向けた検討への一助となることを目的に実施した

ものである。 
 

(3) 業務内容 

① 地域公共交通に係るニーズ及び対応の変遷の整理 

奥能登２市２町（珠洲市、輪島市、能登町、穴水町）において、震災２年目のフェーズにおけ

る地域公共交通へのニーズ及び自治体や交通事業者における対応状況の変遷について、自治体へ

のヒアリングや公表資料等を参考について整理を行った。 
整理した内容については、(3)②における地域公共交通移動モデル構築支援における検討や同様

の災害発生時の対応への基礎資料として活用することを目的とした。 
  

② 地域公共交通移動モデルの構築支援 

令和６年度調査事業では、奥能登地域での持続可能な地域公共交通の構築に向けて、地域全体

でのリソース共有による運行効率性の向上を目指した広域運営組織の設立や新たな交通モード

（広域的なデマンド交通）の導入について提言を行った。その内容を受け、本業務においては、

広域運営体制の設立に向けた具体的な検討や、新たな交通モード（広域的なデマンド交通）の仕

様の検討等、地域公共交通移動モデルの構築に向けて、石川県、奥能登２市２町、事業者等と連

携・調整を図りながら、伴走支援等も含めたより踏み込んだ支援を行った。 
また、本業務の実施にあたっては、必要に応じて、県・奥能登２市２町・交通事業者等の関係

者を交えたシンポジウムを企画・開催する等、関係者と密に情報共有を図りながら実施した。 
１）公共交通の広域運営体制の設立に向けた具体的な検討 
２）新たな交通モード（広域的なデマンド交通）の仕様検討 
３）能登地域公共交通シンポジウムの開催 
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(4) 業務実施方針 

 業務の目的を踏まえて、本業務は以下の方針に従って実施した。 
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２ 地域公共交通に係るニーズ及び対応の変遷の整理 

奥能登２市２町（珠洲市、輪島市、能登町、穴水町）において、震災２年目のフェーズにおけ

る地域公共交通へのニーズ及び自治体や交通事業者における対応状況の変遷について、自治体へ

のヒアリングや公表資料等を参考について整理を行った。 

(1) 震災２年目のフェーズにおける地域公共交通へのニーズ 

① 各市町の復興計画における地域公共交通の位置付け 

 奥能登地域４市町の復興計画では、令和６年能登半島地震からの復興において、地域公共交通

が住民の定住・交流を支える重要な基盤として位置付けられている。以下、各市町の特徴的な施

策方針を各市町復興計画における地域公共交通の記載内容から整理した。 
(ア)  輪島市 

輪島市は、従来、市街地を循環するコミュニティバス「のらんけバス」が運行されていた

が、発災後に運行休止となった。その後、被災者の移動ニーズに対応するため、仮設住宅か

らの移動需要を含めたデマンド交通等の新規運行に取り組んでおり、令和６年８月よりデマ

ンド交通「のらんけプラス」を実施している。今後の施策として、災害時の機動的な交通手

段の確保と、新たな交通手段の導入による持続可能な公共交通体系の構築を特徴としている。 
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(イ)  珠洲市 
 珠洲市の復興計画では、「持続可能な地域公共交通のあり方の検討」を基本方針として掲げ、

バス・タクシーなどの公共交通基盤の再構築に取り組むこととしている。また、自動運転バ

スの導入を検討しており、これは人口減少下での運転士不足への対応と、持続可能な交通体

系の実現を目指すものである。 
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(ウ)  穴水町 
穴水町は奥能登の広域的な玄関口としての穴水駅を有する利点を活かし、穴水駅周辺整備

及び地域の特性を活かした新たな交通手段の確保を位置付けている。 
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(エ)  能登町 
持続可能な地域公共交通に向けて、過疎地域における高齢化とスクールバス・予約制乗合

タクシー等の３つの公共交通が混在している現状を踏まえ、地域公共交通の見直しと利用促

進、のと里山空港の利用促進を特徴としている。 
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② 震災後の交通事業者における復旧対応状況 

震災復興前後の交通事業者の対応を発災直後から令和７年度現在までの推移として取りまとめた。 
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③ 奥能登地域の交通ネットワーク図 

奥能登地域の震災２年目（令和７年度時点）の交通ネットワーク（一般路線バス、コミュニティバス等、タクシー営業区域）を市町ごとに図示した。その内容は下記のとおりである。 
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(2) 地域公共交通にかかる自治体及び交通事業者の意向 

① 自治体ヒアリング結果 

 
(ア) 能登地域公共交通市町ヒアリングメモ（輪島市） 
 

日 時：令和７年６月 12日（木）16：00～17：15 

場 所：輪島市役所 

参加者：輪島市復興推進課 田中課長 

    北陸信越運輸局・新倉交通企画課長、新田旅客課長、石川運輸支局 小林首席運輸

企画専門官 

    石川県交通政策課・早松担当部長、佐藤氏、岡山主任主事 

    日本海コンサルタント：塩士 

 

＜意見交換＞ 

■公共交通体系のイメージについて 

・市街地の夜間と東部地区に公共ライドシェアを導入予定。 

・東部地区は南志見タクシーが運行管理する形で公共ライドシェアを実施し、システムを導

入せずにアナログで対応する予定。ドライバーは、東部地区エリア内は町野ボランティア

のドライバーが引き続き対応し、東部～市街地便については南志見タクシーが直接運行を

担う予定。 

・市街地の夜間は石川交通の運行管理によるライドシェアを導入予定で、既にドライバー募

集をかけている。ドライバーは石川交通の雇用。夜間の需要がどれだけあるか実証しなが

ら、将来的に３号ライドシェアに移行出来れば。（→石川交通に本格参入いただけないか） 

・ドライバーは、賃金云々よりも地域支援という心持ちで時給 1,000 円でも応募頂いている

状況。市街地６人、東部地区８人が登録されている。１日５時間×週５日（火曜～土曜）か

つ週 20 時間までの勤務制限で、６人でローテーションを回す形で運行してもらう予定。 

・市街地の昼間は引き続き「のらんけプラス」として SWAT のシステムで運用。２市２町の共

通システムの必要性は認識しているが、今年度の導入は難しい。来年以降の移行を検討。  

・なお、輪島市街地の夜間ライドシェアは、門前地区には入らない。鳳南タクシーが夜間営

業を行っているため、門前行きは鳳南タクシーへの予約を案内する予定。  

 

■路線バス（特に町野線）の課題 

・町野線が、欠損金の 2/3 が県・市補助、1/3 が事業者負担となっているため、事業者が運行

を辞めたいと言っている。デマンドにするかどうかはさておいて、市跨ぎの部分をどう考

えるかを検討頂けないか。  

→コンサル）高校生の通学需要があり、特に能登町側は一定の需要が見られるため、定時定

路線が必要。北鉄撤退時は、輪島側を例えば南志見タクシー、宇出津側を恋路観光バスに受
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け持ってもらうことも考えられる。 

→輪島市）ただ、南志見タクシーは朝時間帯はスクールバス（愛のりバス）の運行もあるた

め、ドライバー不足である。 

・何らか、宇出津に行ける足を今と同等に確保出来るのであれば、町野線で今出している補

助金の中で何とかやりくり出来れば。町野は定時定路線がふさわしいと思っており、その

分を南志見タクシーにお願いできれば。 

・町野の人はほぼ能登町に生活圏がある。 

・穴水輪島線、穴水線、輪島線は欠損分の事業者負担なしなので、補助が続く限り、ドライ

バーが確保出来る限りは運行を続けると思われる。 

・ただ、北鉄の対応はどちらかというと消極的で、フェードアウトしていくのかなという感

触。ダイヤを変えてもらう要望も一苦労であり、イチイチ組合と交渉しているなど、機動力

はない。市町・行政がもう少し束になって交通事業者に要望などが出来れば良い。 

→コンサル）北陸鉄道との協力関係構築が課題。広域行政組織での検討の場に北陸鉄道も

参加させ、建設的な対話を目指すことが出来れば。 

■その他地区の検討について 

・門前地区の西側（仁岸地区）は志賀町富来に生活圏があるが、路線バス（外浦線）が廃止

されており、現在は足がない状況。需要はあると思われるが、地域から特段の声は上がって

いない。 

・三井地区についてはまだ考えられていない状況。 

 

■AI デマンド交通システムの検討 

・AIデマンドの導入可能性があるのは市街地ぐらいで、門前・三井ではデマンド化は難しい

という感触。（ただし、市街地部を三井まで拡大することは考えられる？） 

・ネクストモビリティのシステムは、先日説明を受け、システム的には良い印象。ふるさと

タクシーとの統合も含め印象は良い感触。 

・アイシン（チョイソコ）も営業に来られたが、ランニングコストが高い印象。また、登録

が必要なのがネックで、東部地区のチョイソコも登録の手間がネックとなって、今回の「の

らんけプラス」で SWAT に切り替えた経緯。費用対効果を考慮する必要がある。  

→プロポーザルでは、ランニングコストの見積もりも重視している。 (石川県岡山) 

・現在の SWAT のランニングコスト（システム＋コールセンター）は、２台で月 88万円程度。 

→年間で 1台当たり 500 万円程度。津幡はもう少し安い。（コンサル） 

・高齢者にとってアプリの利用が難しい可能性があり、登録手続きも課題となっている。  

 

■タクシー事業者の状況 

・輪島タクシーは、現在の昼間の乗用タクシーの需要で十分食べていける状況であり、夜間

及びデマンドの参入意欲が低い。本来は夜間も民間事業として輪島タクシーがやってくれ

れば良いのだが、夜間の酔客対応とか（輪島は行儀がよくない）もあり、敬遠されている。

のらんけプラス導入のときも難しかった。何かにつけ行政に対して文句を言ってくる。 

・門前地区のコミュニティバスは鳳南タクシーに委託しているが、鳳南タクシーはデマンド
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導入に懐疑的。主に新しいことに対する抵抗があるほか、自社タクシー業との棲み分けも

気になっており、一般乗用の仕事が減ることについても抵抗がある模様ではあるが、輪島

タクシーとは違って市とは協力的ではある。 

以上 
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(イ)  珠洲市 
 

日 時：令和７年６月９日（月）13：00～14：15 

場 所：珠洲市役所 

参加者：珠洲市・石尾主幹、池ノ上専門員 

    北陸信越運輸局・新倉交通企画課長、新田旅客課長、開田石川運輸支局長、小林首

席運輸企画専門官 

    石川県交通政策課・早松担当部長、佐藤氏、岡山主任主事 

    日本海コンサルタント：神納 

 

＜意見交換＞ 

■公共交通体系のイメージについて 

・現時点のイメージでは、デマンドを入れるのであれば、乗車人員が少ないルートや空白地

にデマンドを入れたいと考えている。（宝立や大谷－狼煙の沿線周辺） 

・狼煙飯田海ルートのような乗降者が多いところはマイクロが必要かと思うが、そこまで多

くないルートであればハイエース等の車が良いのかと思う。 

・ただ、すずバスを無料運行しているので、利便性を高めすぎると他の公共交通（タクシー）

への影響が大きく、ドアツードアの運行は考えていない。 

・市町またぎの移動は能登高校や飯田高校への通学と市町境界に住んでいる人の通院・買い

物移動が想定される。 

・通院については、病院規模の関係もあり、能登町から珠洲市総合病院にいくケースはある

が、珠洲市から宇出津病院に行く人はほぼいない。 

・長期休暇期間中、児童生徒はバスに乗車しない。また、利用者は固定されており、季節変

動等はない。 

・珠洲市としては市内の移動をベースに需要に応じてデマンド導入するイメージかと思う。 

・国補助を活用してイニシャルの負担を抑えつつ、ランニングは県や関係市町と協力しなが

ら、コスパよく進められれば良い。 

・先週、突然ＮＭ社が営業に来たが、ごり押し感はなく。市町の意向に合わせた提案をする

ような雰囲気であった。 

・ＮＭ社からは県に対して能登に人を配置するような話もあった。 

・プロポーザルでマンパワー不足の解消になるような提案があると良い。 

・県からのシートに基づき、優先順位を持って幅広にデマンド運行の条件を検討する。 

 

■市内のタクシー事業者の状況について 

・市内のタクシー事業者は 21時過ぎまで運行している。 

・めだか交通については、最近、七尾や金沢への貸切が忙しいためか、見かけない。 

・すず交通は、恋路観光の子会社になってから話をすることはない。経営的にはやっていけ

ないような雰囲気はない。 

・めだか交通は、すずバスの一部運行や能登町のスクール等も委託を受けているから、安定
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的な収入はあるのではないか。 

・のと復興タクシーは最近（数か月前）から運行し始め、早速、副市長に補助の依頼話をし

てきた。（市からは実績をつけてから相談するように話をしたところである） 

・珠洲市は県内においてもタクシー１台あたりの売り上げは多く、みんなで乗りあって移動

している。タクシーを利用する文化があるのかもしれない。 

 

■すずバスの利用状況や改善点や要望について 

・利用状況は震災前と比べて、肌感覚で６割程度であり、市外に転居していることや子ども

が減っていることが影響していると思われる。 

・若山飯田ルートにおいては小学校や中学校の児童生徒が多く、にぎわっている印象。 

・自家用車での移動がメインであり住民からの要望等はなく、無料バスで満足されている。 

・要望があったとしても固定の利用者である。 

・市上層部からも公共交通に対する強い意見はない。 

 

■運行事業者について 

・市としては、ドライバーと車両の手配が課題と認識している。 

・現在のすずバスの運転手は普通免許のみの方と大型免許も持っている方がいる。 

・今後、運転手の募集を考えるのであれば、ハイエース等にダウンサイジングし、普通免許

所有者が運転できる環境にしておくほうが良い。 

・交通空白地域の解消に関する補助の２次募集があり、この補助を活用して、先に車両更新

をご検討いただくことも可能かと思う。 

 

■広域の運行組織について 

・現在、補助申請等の事務作業は無いので、大きな負担はない。 

・集約された路線図やデザインの統一化は広域運行組織ができるのであれば担ってほしい。 

 

■地域公共交通計画について 

・以前、珠洲市は地域公共交通計画の策定を考えていないとのことであったが、国補助と連

動する事業が増えてきている。 

・すずバスが対象になる補助もあり、地域公共交通計画の策定（予定を含む）が要件になっ

ている。補助要件になった場合から動いていても遅くなる。 

・市として必要であれば策定するつもりでいるが、地域公共交通計画のアウトプットイメー

ジが思い浮かばない。 

・適宜、国から情報提供を行いつつ、相談する。 

 

■GTFS について 

・珠洲市としてはあればよいが、更新の手間等が不安に感じる。 

・ほかの市町も集まるときに勉強会をしてもよいかもしれない。 

  



23 

 

■その他 

【補助】 

・県からの事業者支援メニューに対象は、運賃を見直そうとした時に大がかりな運賃の改定

が想定される事業者となっており、すずバスや貸切事業者は対象になっていない。 

・安定的な支援としてフィーダー補助がある。 

・すずバスを自家用有償運送として登録し、住民は無料、来訪者は有料とするようなやり方

もある。将来的な委託費が増えるのであれば検討の余地はあると思う。 

【乗降データ】 

・すずバスはバス停別の乗降者数は記録しているが、データ化されているかはわからない。 

・乗降データがあるのであれば分析はしておいたほうが良いため、コンサルと調整する。 

 

以上 
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(ウ) 穴水町 
 

日 時：令和７年６月２日（月）15：30～17：15 

場 所：穴水町役場 

参加者：穴水町・牛谷課長補佐 

    北陸信越運輸局・猿谷自動車交通部長、新倉課長、高橋主席運輸企画専門官 

    石川県交通政策課・早松担当部長、佐藤氏、岡山主任主事 

    日本海コンサルタント：神納 

 

＜意見交換＞ 

■町としての公共交通体系のイメージについて 

・令和５年度に公共交通計画の策定作業を進めており、デマンドに切り替える方向性で検討

は進めていたが、震災があり、それ以降はストップしている。 

・震災後は、無料の市街地循環バスと見守りバス（セレナ）を運行し、市街地と仮説住宅の

移動を支援している。 

・年間の公共交通にかかる経費は１億円近くになっているほか、マンパワーが不足しており、

奥能登広域圏事務として運営することには賛成である。 

・何が正解か見えていないが、100 点のものは難しい。 

・北鉄奥能登バスがいつまで路線を維持してくれるのか先行きが見通しにくい状況にあるが、

必要な幹線は維持してもらい、一部路線は AI-ODB に切り替え、経費を下げつつも、満足度

の維持向上できればと思っている。 

・路線を AI-ODB に切り替えることで幹線の利便性があがると良い。 

・現時点のイメージとなるが、AI-ODB＋北鉄路線（穴水宇出津線（海沿い）、輪島線、穴水線）

＋100 円バスを運行するイメージであり、ライドシェアではなく、デマンドがベターと考え

ている。 

・ドアツードアがベストだと思うが、どのようになるか具体イメージはもっていない。 

 

■運行事業者について 

・見守りバスは予約性になっており、シルバー人材センターに運行を依頼している。 

・令和６年６月から市街地循環バスは恋路観光に運行してもらい赤字分を補填している。 

・恋路観光は能登町の会社であるが、珠洲市や穴水町の交通も担っているためか人手が不足

している状況。 

 

■小学生の通学について 

・町内には穴水小学校と向洋小学校の２校がある。 

・穴水小学校の通学支援として町がシルバー人材センターに依頼し、四村線（市街地北部→

穴水小学校）を運行している。 

・向洋小学校の通学支援として通学運賃補助（教育委員会で僻地対象の国補助メニュー）を

いれて、北鉄の路線バスで通学してもらっている。そのため、東部に AI-ODB を入れるので



25 

あれば、通学への配慮は必要ない。 

・東部山間部から通う児童がいる場合は、シルバー人材で対応しているが、都合がつかない

場合は町職員が運行している。 

・短縮事業があった場合などは、臨時の貸切バスで対応している。 

 

■AI-ODB のドライバーについて 

・デマンドを担ってくれる事業者がどこになるのかが見えていない状況にあり、最終的な課

題は担い手になると想定している。 

・現時点でシルバー人材のドライバーは２人であり、いつまでできるか、不安はある。 

・シルバー人材の２人には引き続き運行を依頼し、会計年度任用での採用もありえないか。 

・また、市街地循環バスは恋路観光で運行しているのであれば、市街地循環バスも AI-ODB に

置き換えることでプロのドライバー1 人は確保でき、１種免許と２種免許の組み合わせで

検討していくこともできる。 

 

■具体的な運行内容について 

・予約方法にはアプリがあるが、高齢者がすぐに利用することは難しい。 

・DXの関係で高齢者向けのスマホ教室を開催しているが、状況は厳しくコールセンターとの

併用が現実的。 

・さらなる具体化を図るため、県作成のシートを埋めて検討を進める。 

・AI-ODB が担うエリアを優先順位と合わせて検討してもらい、６月末には関係市町と一緒に

話し合いができればと思う。 

・土日の運行は不要であり、高齢者は早朝に病院に行き、その後、買い物をして午前中で外

出は完了する。 

・以前、穴水高校の通学に使えるよう、授業に終わってすぐに帰宅する生徒、部活を終えて

帰宅する生徒も利用できるように 100 円バスのダイヤを組んだが、だれも乗っていなかっ

た。逆に ICP の学生が乗車していた。 

・現在、郊外エリアから穴水高校に通学する生徒は保護者送迎がメインであると思われるが

デマンドになったら利用は増える可能性がある。 

・基本的には高齢者の通院・買い物、学生の通学がボリュームゾーンになると思う。 

 

■共同配車について 

・全面的に賛成である。現在、シルバー人材センターには無理をいってコールセンター業務

を依頼している。 

・震災で働く意欲が下がっているシルバーの方が多くいるように感じており、何かきっかけ

があればと思う。 

・うまく復興に絡めて、モチベーションを高める仕組みがあるとよい。 
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■庁内調整等について 

・副町長が協議会の会長であるため、公共交通については、適宜、話して進めることになる

が、今回の話はまだ、副町長には話をしていない。 

・今年度は６月 20 日までに協創補助金の交付申請し、８月に実証運行を行う見込みである。 

・昨年度は見守りバスの車両（セレナ）購入と運行経費を計上、今年度は外出支援バスと見

守りバスと市街地循環バス統合の運行経費を申請予定でいる。 

以上 
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(エ) 能登町 
 

日 時：令和７年６月３日（火）14：15～15：10 

場 所：能登町役場 

参加者：能登町企画財政課・綱屋氏 

    北陸信越運輸局・猿谷自動車交通部長、新倉交通企画課長、開田石川運輸支局長、

高橋首席運輸企画専門官 

    石川県交通政策課・早松担当部長、佐藤氏、岡山主任主事 

    日本海コンサルタント：塩士 

 
＜意見交換＞ 
■町としての公共交通体系のイメージについて 
・本町には柳田の住民混乗スクールバス、うちうら線、予約制乗合タクシーと何種類もある

のを一つにまとめたいという思うところはある。ただ、それで給与を払っている事業者も

いる中で、一気に効率化は難しい面はある。  
・あと、事業者ごとのエリア分けを要検討。山側の利用が減って海側の利用が増えているの

で、現状では宇出津タクシーが一人勝ちであるが、事業者同士の仲が良くないので、強引

にやっても難航すると思う。 
めだか交通が柳田混乗スクールバスを落札した時も他 2 者が最低制限以下で札入れして、

という状況もある。事業者で集まって話をさせると、罵り合いがはじまったりするので悩

ましい。 
→（運輸局）事業者同士の仲の悪さは以前よりは緩和されているかもしれない（猿谷） 
 

■個別路線ごとの再編について 
○うちうら線 
・うちうら線の恋路観光バスは、ＪＲバス撤退後の交通という位置付けで担って頂いている。

が、年間 1,000 人台しかない利用に対して補助金が年間 600 万円を越えている中、残す意

義は薄い。デマンドに組み込んでも良いとは思うが、ずっと運行してきた路線でもあり、

丁寧に説明していく必要がある。 
→（運輸局）現状でうちうら線の利用のメインはどういう層か。 

・うちうら線は内浦地区住民のパチンコ屋通いの利用が多い。 
・実証実験として、うちうら線もデマンドの運行区域に入れておくという整理が妥当か。 

 
○柳田混乗スクールバス 
・柳田混乗スクールバス（めだか交通）も年間 1,600 人しかないかで、年間 1,000 万をこえ

る支出は厳しいものがある。ただ、スクールバスとしての運行は残ることになるが、R8年

の再編にあわせて再編しても良いかなとも思う。 

・柳田混乗の一般客はほとんどいないし、収入も微々たるもの。 
→（運輸局）柳田についてはスクールバスが残るのであれば、メダカ交通に対しては仕事



28 

が残るのであまり考えなくてもいいかも知れない。 
 

○北鉄路線バス（町野線、宇出津珠洲線） 
・北鉄町野線の宇出津～町野間が、北鉄が撤退したがっているのであれば、そこを恋路観光

またはめだか交通による準定時デマンドに変えることも一案。 

→（運輸局）北鉄で走っている路線の撤退に備えて裏で準備していくというのはありうる。 

・一方、北鉄バスの飯田方面はある程度の量を運べないといけないので、北鉄に引き続きお

願いするとしても、昼間はデマンドで賄えるのかもしれない。 

・町野線は、町内で通学利用として 20人程度柳田まで乗っている。その先町野まではほぼ利

用がない。ただし町野から宇出津への利用は少しいらっしゃるかも知れないが、町野→宇

出津の運賃が 1,000 円近くかかってしまうのもネック。 

・運輸局）北鉄の路線の考え方については、北鉄と会話していかないといけない。仮に一部

路線をデマンドで引き取って撤退したとしても、北鉄能登バスには別途しっかり必要な路

線を残してもらう交渉はしていきたい。 

・北鉄の思いとしては、鉄道代替ではない（≒補助金額が少ない）町野線は手放したいので

はと思われる。 

・通学需要について、震災後の能登高校への通学は横ばいか少し減っている？飯田高校への

通学が復活しているが、それ以上に金沢など能登以外への転出が目立ってきている。 

・将来的には、飯田高校への通学需要は落ちると思う。そもそも能登町での出生が年間 50 人

ぐらいまで落ちている状況。 

 
■デマンド交通の具体案について 
・宇出津を中心に、東西方向のデマンド区域をどこまで広げていくか要検討。現状、松波の

及び柳田に点在する医院への通院が見られる。 

・実験期間として、現在の路線と並走してデマンド実証を行うには車両も運転手も足りない。 

→コンサル）予約制乗合タクシーについては実験中は休止して AI デマンドに切り替えて

も、さほど影響はないのではないか。一方で定路線のうちうら線は実験中も並走が必要だ

とは思う。 

・運輸局）（クルマが足りなければ）珠洲にも車両を持っている事業者から融通してもらって

一時的に車両を借りるというのはありうる。 

・事業者からしたら、AIデマンドという新しい形に慣れてもらえるかどうか。平均年齢 70歳

以上という状況なので、新しいシステムに慣れるのは難しいかもしれない。 

→そもそも AI という名称からして毛嫌いされている雰囲気もあるので、「かんたん予約シ

ステム」みたいな、とっつきやすい名前で呼んだほうが良いかもしれない。 

・AIデマンドの運行経費の積算方法も検討が必要。メーター精算にするのか借り上げになる

のか。また、仮に６エリアを委託として年間借り上げた場合の費用なども積算が必要。町

長は議員出身でもあり、これまでも巡回バスやら自動運転やら言っているが、これまであ

まりお金のことは考えてなかった風でもあるものの、最終的には町長の判断を仰ぐ必要が

ある。 
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■今後の検討について 
・県からお渡しした AIデマンド交通の要件定義の表について、能登町において埋めていただ

き、引き続き議論する。質問あれば県でもコンサルでも相談頂ければ幸い。 

 
以上 
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② 一般路線バスの利用実績 

北鉄能登バスから提供された乗降実態調査の数値を用いて、北鉄能登バスにおける曜日

別、時間帯別・便別・区間別の車内人数・乗車密度を集計し、路線バスが必要または車両の

ダウンサイズが可能な路線・区間の抽出を行った。 
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③ 交通事業者における担い手確保の状況 

(ア) バス運転士数 
北鉄奥能登バス、北鉄能登バス、能登島交通の採用者数、退職者数の推移を見ると、毎年

採用者数よりも退職者数の方が多くなっている。また、令和７年時点での運転士の充足状況

を見ると、すべての事業者で欠員が発生しており、運転士不足の状況が続いている。 
また、今後もこれまでと同様の人数が採用・退職すると仮定した場合、令和 15年度には能

登地域全体の運転士数が 10 人となり、深刻な運転士不足に陥ると推測される。 

 

【路線バス事業者の採用者数、退職者数の推移】 

 
出典：各社提供データ 

 
【路線バス事業者の運転士数の推計】 

 
出典：各社提供データをもとに事務局推計 
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(イ) タクシー 
能登地域では、令和７年 10 月１日時点で合計 27 事業者がタクシーを運行しており、令和

６年能登半島地震の影響もあり、休業中または廃業している事業者がある。また、能登地域

のタクシー事業者全体で、被災前はタクシー車両を合計 193 台保有していたが、被災後は合

計 167 台となっており、保有台数が減少していて、特に輪島市では半減している。 

 
【能登地域のタクシー事業者の被災前後での比較】 

 
※事業者数は、被災前は令和５年３月 31 日時点、被災後は令和７年 10 月１日時点での状況 

※車両数は、被災前は令和５年３月 31 日時点、被災後は令和７年３月 31 日時点での状況 

出典：北陸信越運輸局資料   
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④ 交通事業者ヒアリング結果 

一般路線バスを運行している北鉄能登バス（株）に対して、乗務員雇用の状況や今後の路線

バスネットワークのあり方等について意見交換を行った。概要は以下の通りである。 
 

日 時：令和７年 10 月 15 日(金) 10:00～11:00 

場 所：Web 会議 

出席者：北陸鉄道（株） 高橋取締役自動車部長 

北鉄能登バス（株） 西宮社長、角支配人、 

石川県交通政策課 石黒課長補佐、岡山主任主事 

    北陸信越運輸局 猿谷自動車部長、大村交通企画課課長及び運輸局・支局各位 

    （株）日本海コンサルタント 塩士 

 

（北鉄能登バスから資料説明） 

能登バス：町野線、鹿島線については、来春廃止意向を穴水町と輪島市及び能登町に伝えたと

ころ、代替手段が整わないということで、春には廃止しないで欲しいということを言

われている。ただ、再来年の春には廃止ということでお願いしている。 

石川県：能登バスの中で他に廃止が決まったなどの方向性はあるのか。 

能登バス：決まっていない。来年度も現在の路線は運行する予定。そう簡単にやめられないと

は思っており、運転士推移については、再雇用や今後の新規採用も入ってくることも

加味して、出来れば維持していきたい。運転士の年齢が 65歳を超えると、適性診断、

健康診断の結果を見ながら毎年再雇用の判断をしている。まだまだ働く意欲のある方

はいらっしゃる。 

運輸局：町野線については、輪島～町野間の道路状況が良くないと認識しているが、状況如何。 

能登バス：現在は旧・のらんけバスで使っていたハイエースで運行しており、小型・中型バス

では厳しいと認識している。町野での乗り継ぎには問題はない。 

能登バス：いずれにしても、町野線及び鹿島線の２路線については、間違いなく 2027.3 には

廃止の方向で持っていきたい。市町の意向として、代替手段の検討が必要ということ

で言われている。 

運輸局：町野線・鹿島線については来年 10 月頃、つまり半年前の廃止届出ということで考え

ているか。 

能登バス：出来れば、半年前の廃止届出という手法ではなく、各市町の地域公共交通会議で廃

止について承認を得ていただきたい。 

運輸局：通学及び帰宅の足の確保について、特に町野線の町野～宇出津間については能登町（町

長及び教育部局）としても危機感を持っている。何らか手を打っていく必要があると

いう認識。 

運輸局：現在の各市町とは、AIデマンド型交通の導入に向けて協議を続けており、基本的には

現在市町が独自で運行している交通機関を AI デマンドに切り替えていくことを想定

している。ただし、現在北鉄能登バスが運行している路線については、今後の状況を

勘案して、万が一廃止になった場合にどのような代替をしていくかを検討していく必
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要がある。 

運輸局：町野線・鹿島線以外の路線は廃止に向けた協議をしているのか。 

能登バス：他路線については廃止の協議はしていないので、個別路線のことを記載した本資料

は取扱注意でお願いしたい。ダイヤを守ってほしいということも言われているが、部

活終わりへの対応までは難しい。雇用については健康状態も勘案して出来れば維持し

ていきたい思い。 

石川県：行政負担の問題もあり、調整には難儀することが予想されるので、時間的猶予は出来

れば確保出来るようお願いしたい。運転士は70歳ぐらいが上限ということであれば、 

新規採用について、北鉄グループの中でも、能登バスが一番難儀しているのか。 

北陸鉄道：能登バスのほか、加賀バスも苦戦している。新規・中途採用がほぼゼロ。年 1人採

用できれば良い方。 

石川県：金沢周辺の会社には少なくとも採用はあるが、能登・加賀の採用が少ない理由は何が

考えられるか。 

北陸鉄道：居住環境の問題が大きいのではないかと感じている。 

石川県：待遇は金沢と能登・加賀は違うのか。 

北陸鉄道：賃金の差はあれど、採用条件は全く一緒。 

石川県：そうすると、子育ても含めた居住環境としての問題が大きい、ということで認識した。 

石川県：では、今後、町野線・鹿島線については今後なくなるかも、というニュアンスで協議

して良いか。 

能登バス：もう再来年春には廃止で、代替手段の検討をお願いしたい。これは毎年申し上げて

いるがずっと変わらない。 

石川県：具体の期限を切って言っていくということか。 

能登バス：その通り。行政側のスタンスとして、道路・住宅復旧に比べて公共交通政策が後回

しになっている気がしていて、私共が話をしていても中々取り合って頂けない。行政

のそういう事情は分からないでもないが、私共としても人員繰りはギリギリやってい

る状況。 

運輸局：今後、来年度以降も含めて市町とも対応策を協議しながら、適宜御社とも協議させて

いきたい。 

以上 
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(3) 本章のまとめ 

① 本章で明らかになったこと 

 奥能登２市２町における震災 2 年目のフェーズでは、地域公共交通が復興における住民の

定住・交流を支える重要な基盤として各市町の復興計画に明確に位置付けられている。例え

ば、輪島市のデマンド交通「のらんけ＋（プラス）」の導入、珠洲市の自動運転バス検討、穴

水町の駅周辺整備と新たな交通手段確保、能登町の公共交通再編と利用促進など、それぞれ

の地域特性に応じた施策を展開しようとしている。 

しかし、北鉄能登バスにおける運転士数の深刻な減少傾向、タクシー事業者の休廃業と車

両数の大幅減少など、交通事業者における担い手不足と事業縮小が顕著である。また、各市

町では無料バスやデマンド交通の運行に多額の経費を要するなど、財政負担も課題となって

いる。自治体ヒアリングからは、AI デマンドシステム導入への期待がある一方で、高齢者の

アプリ利用への不安、ドライバー確保の困難性、タクシー事業者との調整の難しさなど、具

体的な課題も浮き彫りになった。 

 

② 今後の検討に資する課題 

公共交通の広域運営体制の検討に向けては、①各市町が個別に抱える財政負担の軽減、②

AI デマンドシステムの共同導入によるランニングコスト削減と運行効率化、③事務の共通化

による各市町のマンパワー不足の解消、④広域での路線図やデザインの統一化などによる利

用者利便性向上、⑤交通事業者との建設的対話の場の構築が求められる。 

 新たな輸送モデルの検討においては、①定時定路線バスとデマンド交通の最適な組み合わ

せ、②利用者が少ない区間の車両ダウンサイジングやデマンド化、③普通免許で運転可能な

ハイエース等への車両転換などによる多様な担い手の活用、⑤コールセンターとアプリの併

用による高齢者の利用しやすさへの配慮、⑥タクシー事業者の既存営業との棲み分けと協力

関係構築などが重要な検討課題である。 

 



45 

 

 

 

 

 

 

第３ 公共交通の広域運営体制の設立に向けた 

具体的な検討 

 
 
 

  



46 

３ 公共交通の広域運営体制の設立に向けた具体的な検討 

(1) 検討の概要 

本章では、第２章で整理した地域公共交通に係るニーズ及び課題を踏まえ、奥能登２市２町に

おける持続可能な公共交通ネットワークの構築に向けた広域運営体制の設立について検討を行っ

た。具体的には、広域運営体制の必要性、先進事例の整理、求められる役割・機能の検討、組織形

態の比較検討を経て、能登地域にふさわしい広域運営体制の方向性を提示する。 

① 解決すべき課題 

○運営基盤の脆弱性と持続性の確保 
 各市町が個別運営を行うことで非効率性が生じ、運営コストの負担が増大している。 
 運転者不足により路線維持が困難になっている状況が深刻化している。市町境界をまたぐ

広域移動ニーズに適切に対応できなくなることが懸念される。 
 災害復旧過程において自治体職員が復興業務に忙殺され、公共交通政策への対応力が不足

することが懸念される。 
○事業者間の連携・調整の必要性 

• タクシー事業者の休廃業が加速化している。 
• 既存交通事業者との役割分担を明確化するとともに、自家用有償運送との協調体制を構築

する必要がある。 

② 検討の着眼点 

○持続可能な財政・運営モデルの構築 
• 市町負担の公平性と透明性を確保した仕組みを構築し、運営効率化によるメリットが享受

出来るモデルを提案する。 
○段階的実装による実現可能性の確保 

• 導入メリットの高い施策から段階的に拡大していくことで実現可能性を高める。 
• 既存システムとの整合性を保ちながら、地域特性に応じた柔軟な運営形態を許容すること

で地域に適合したシステムを構築する。 

③ 具体的な提案 

• 広域運営組織の法的枠組みを検討する（法定協議会を土台とした緩い組織づくりから、将

来的に一部事務組合、社団法人化等の比較検討）。 
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(2) 広域運営体制検討の背景と必要性 

① 現状の課題 

第２章で整理したとおり、奥能登２市２町における地域公共交通は、令和６年能登半島地震か

らの復興過程において、以下のような構造的な課題に直面している。 

 各市町が個別に公共交通施策を実施していることに伴う非効率性 

 各市町において年間１億円規模の財政負担が発生 

 デマンド交通システムや配車センター機能の個別整備による重複投資 

 市町間を跨ぐ移動ニーズへの対応の困難性 

 交通事業者における深刻な担い手不足 

 路線バス運転士数の急激な減少（令和 15 年度には 10人まで減少する推計） 

 タクシー車両数の大幅減少（被災前 193 台→被災後 167 台） 

 各市町における公共交通運営のマンパワー不足 

 復興業務との並行による公共交通政策への専任性の低下 

 交通事業者との個別調整の困難性 

これらの課題は、各市町が個別に対応するには限界があり、広域的な連携による解決が求めら

れる状況にある。 

 
 

  



48 

② 広域連携の必要性 

奥能登２市２町における公共交通の広域運営体制の構築は、以下の観点から必要性が高い

と考えられる。 

(1) 市町境を越えたシームレスな移動の実現 
現状では市町ごとに異なる交通システムが運行されており、市町境での乗り継ぎが必要と

なるなど、利用者にとって不便な状況にある。広域運営体制の構築により、市町境を意識す

ることなくシームレスな移動が可能となり、通学・通院・買い物等の生活移動の利便性が大

幅に向上する。特に、輪島市と能登町を結ぶ町野線沿線や、珠洲市と能登町を結ぶ宇出津珠

洲線沿線など、市町を跨ぐ移動需要が存在する区間において効果が期待されるが、これらの

検討においては、市町それぞれの検討にとどまらず、広域での連携が不可欠である。 
 
(2) 限られた運転士・車両の効率的活用 
運転士不足が深刻化する中、広域的な運行管理により、限られた運転士と車両を最も効率

的に配置・運用することが可能となる。また、広域組織として雇用条件や労働環境を整備す

ることで、運転士の確保・定着にも寄与することが期待される。さらに、普通免許で運転可

能な車両への転換を広域的に進めることで、シルバー人材センターや会計年度任用職員など

多様な担い手の活用も促進される。 
 
(3) スケールメリットによる効率化 
２市２町が共同で導入を検討しているデマンド交通システムでは、システム開発費やラン

ニングコストを大幅に削減できる可能性がある。また、配車センター機能を統合することで、

人員配置の効率化と専門性の向上が期待できる。将来的には、車両の広域的な運用により、

需要の時間的・空間的な偏りに柔軟に対応することが可能となる。 

 
(4) 交通事業者との効果的な連携 
各市町が個別に交通事業者と調整を行うのではなく、広域運営組織が窓口となることで、

交通事業者との建設的な対話が促進される。特に、バス事業者との路線再編の協議や、タク

シー事業者との役割分担の調整において、広域的な視点から総合的な調整を行うことが可能

となる。また、複数の交通事業者に対して公平な受託機会を提供することで、健全な競争環

境の醸成にもつながる。 
 
(5) 専門人材の確保と知見の蓄積 
各市町の限られた人員では、公共交通に関する専門的な知見の蓄積や最新技術への対応が

困難である。広域運営組織として公共交通の専門人材を配置することで、データ分析に基づ

く運行計画の策定、AI デマンドシステムの効果的な運用、利用促進策の企画・実施など、よ

り高度な交通サービスの提供が可能となる。また、蓄積された知見を２市２町で共有するこ

とで、地域全体の公共交通サービスの質の向上が期待される。 
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③ 先進事例の整理 

広域運営体制の具体的な検討に向けて、全国における公共交通の広域連携に関する先進事例を

整理した。特に、複数市町村による共同運営、組織形態の選択、運営体制の構築プロセス等に着

目し、能登地域への示唆を得ることを目的とした。 
(ア) 湖東圏域公共交通活性化協議会（滋賀県） 

 構成自治体：彦根市、愛荘町、豊郷町、甲良町、多賀町（１市４町） 

 組織形態：湖東定住自立圏構想に基づき、平成 20年度に彦根市単独で「彦根市公共交通

活性化協議会」を設立後、平成 21年度に１市４町による「湖東圏域公共交通活性化協議

会」に拡大発展させた。交通事業者、住民代表、学識経験者、運輸支局、県・警察など

で構成。 

 主な取組：予約型乗合タクシー「愛のりタクシー」の運行: 15 路線が運行中。利用者は

乗車１時間前までに予約。すべての路線が総合病院、スーパー、鉄道駅に接続し、1時間

に１便のダイヤ設定。 

 路線バスの見直し・ダイヤ改善：複数市町協働で路線バスの見直しを実施。工業団地へ

の直行系統新設など。これらは地域公共交通再編実施計画として実施。 

 市町協働での利用促進施策：総合時刻表の全戸配布、駅チカ 100 円区間設定、高校生向

け「青春フリー定期券」、公共交通ニューズレター発行（通算 23号）。 

 情報共有体制：幹事会・担当者会議を定期開催し、行政・バス・タクシー事業者・コン

サルタントが密に連携。 

 事務局：彦根市が法定協議会事務局を担当し、各市町から集まった課題や要望を集約し

ている。 

出典：近畿運輸局 HP https://wwwtb.mlit.go.jp/kinki/content/kotokenniki.pdf 
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(イ) 南信州地域交通問題協議会（長野県） 

 構成自治体：飯田市を中心とした 15 市町村（飯田市、下伊那郡の複数町村） 

 組織形態：平成 19年 12 月に信南交通の路線バス撤退表明を受け、「南信州地域交通問題

協議会」を設立。地域住民代表、公共交通事業者、福祉・環境関係者、国・県などで構

成。飯田市が定住自立圏の中心市として先導的役割を担う。 

 主な取組:「南信州公共交通システム」の構築：「南信州地域公共交通総合連携計画」を

策定し、圏域全体の公共交通ネットワークを体系化。 

 階層的ネットワーク：JR飯田線を軸に、飯田市中心部と各地域を結ぶ放射線状の路線バ

ス網を構築。各市町村が個別に路線運行を担当しつつ、協議会で調整。 

 方面別乗継時刻表の作成：周辺地域から中心部への移動が多いため、JR飯田線との接続

を重視した時刻表を作成。 

 継続的な調査・検証：協議会で圏域の公共交通課題を継続的に調査し、バス路線等の効

率的運行について総合的に調整。 

 事務局：南信州広域連合内に専門担当者を設置して各種調整を実施。 

出典：南信州地域交通問題協議会 HP 
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④ 先進事例ヒアリング 

 広域運営体制のもと先駆的に取組を実施している、長野県南信州地域の担当者に対して、オン

ラインでヒアリングを実施した。その内容は以下の通りである。 
  
■南信州広域連合・能登地域意見交換会 

日 時：令和７年９月８日（月）10:00～ 

場 所：オンライン 

参加者：関係機関 27 名 

南信州広域連合、北陸信越運輸局、北陸信越運輸局石川運輸支局、石川県（交通政

策課）、石川県内能登地域市町、ネクストモビリティ、日本海Ｃ 

【資料説明】（資料は後述） 

＜南信州広域連合（有吉氏）からの説明概要＞ 

● 南信州広域連合には、県からの出向はいない。 

● 公共交通に関しては、H19 に主要バス事業者の営業路線からの撤退を受けて、圏域全

体で検討することとなった。 

● まずは重複路線の統廃合からスタートし、うまくいっているように見えるかもしれ

ないが、実際は統合しきれていない。 

● 各市町間で各路線の位置づけを定義（支線、準基幹、基幹）し、ネットワークの考

え方を共有できた点は成果と思う。 

● H20 の連携計画策定当時に事務の集約等も行いたかったが、道半ばで失敗している。 

● 費用負担については一定整理でき、複数市町またぎ路線の費用負担については各市

町キロ案分などでルール化を行い、法定計画にも掲載して運用している。協議会運

営の事業予算は均等割と人口割で合意できている。 

● 一方で利害調整は難しかった。14市町村で現状認識が異なり、足並みを揃えること

が困難だった。 

● 現状はアドバイザー的な機能を強く打ち出し、フィーダー系統は路線見直し案を作

成して提示している。 

● 各市町の合意形成が難しく、まずは事務レベルの担当者会議から議論し、その感触

を確認し、幹事会で合意を得、協議会を開催という流れで進めており、運営面が繁

雑である。 

● そのような手順を踏んでいても最終的な承認を得られない場合もある。 

● 特に担当者会議では意見が割れる傾向があり、各市町村で実情（熱量）が異なりま

とまらない場合がある。また、職員自体が不足してきており、その場合は上席に相

談する必要がでてきている。 
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● さらに、計画の実効性が弱くなっている。圏域１つで法定計画を持っているが、こ

のメリットは市町村ごとに計画を持たなくても良くコスト低減を抑えられるという

利点があるが、その後、担当が３年ごとにかわるため、都度教育していく負担が事

務局に発生している。 

● 今回のパイロットプロジェクトでは平成 20 年に実行しようとしたことの焼き直しに

近い。当時とは単独市町村での対応が難しくなってきたというのが社会情勢の変化

としてある。まず公務員の数自体が減ってきており、労力を投入できない。 

● 交通自体は分散した状況にありながらも、足を確保しないといけない状況。不効率

な運行になっており、コストも膨らんでいる状況にある。 

● 民間も限界が来ており、コロナ禍も経て衰退モード。特に南部エリアでは３事業者

で運転士が５人ぐらいしかおらず、事業承継も考えて行くと運行形態の見直しが必

須であり、リソースの共同化を模索していかないといけない。 

● 事業者の体制についての意見を聞きながらも、すべてを鵜呑みせず、事務局で最適

案を考えていかないといけない。 

● 市町単位の路線網の構築は限界にきており、市町をまたいだ生活圏単位で路線を考

えていく方向で検討している。 

● 事務は統合したいと考えており、行政事務だけでなく、タクシー事業者の運行管理

業務の統合も検討している。特に、エリア運行管理組織による共同運営化をパイロ

ット事業で検討を始めたところ。 

● 南部は基本の幹線は残しつつ、フィーダーは一体的な運行管理、時間を決めた運行

サービスを行うことを考えている。 

● ５町村のリソースをどのように当て込むかがポイントであり、パイロットプロジェ

クトでの調査は「交通資源（運転手と車の動き）」「業務量調査（公務員の投入労

力量）」「交通品質等の考えの確認（どの水準で交通を維持するか）」を予定して

いる。 

● 業務量調査は業務内容の項目を洗い出し、時系列で投入労力（時間・人工）を整理

している。 

＜北陸信越運輸局（大村交通企画課長）からの説明概要＞ 

● 能登においても単独市町村では限界が出てきている。広域で運営体制を構築し、リ

ソースの共有、効率化を進めていく。 

● 能登については石川県、各市町、北陸信越運輸局、ネクストモビリティ、日本海コ

ンサルタント、バス・タクシー事業者等で議論しながらプロジェクトを進めてい

る。 
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● 今年度にシステムの要件定義を終え、次年度から各市町村内での運行を始めたいと

考えている。ゆくゆくは市町跨ぎの運行も見据えていきたい。 

● 同時に公益を含めた体制の構築についても、検討を進めている。ただ、既存の公益

事務組合を使うべきなのか、あるいは別の組織を立ち上げるべきなのか、そのよう

な視点も今後検討していく必要があると考えている。 

【意見交換】 

● 石川県（岡山氏）：タクシーの配車一元化に対する事業者からの意見をお聞きした

い。 

● 有吉氏：青丸のところが、まちなかで配車を一つにするのは難しいが、郊外エリア

は配車も含めて統合しても大丈夫かと思う。人口密度的に寡占状態になっており、

社長が運転しながら配車を受けているような状況にある。それであれば、スキーム

に乗ったほうが良いということになる。飯田エリアの街の部分は各社、運行管理区

分は置かないで良いとの認識。運行管理者試験が難しいということ、会社経営的に

も、まとめてしまったほうが効率的だろうというところかと思う。また、会社その

ものについてはタクシー事業者のプライドもあり、統合は難しい。 

● 石川県（岡山氏）：競争がある部分は、やはりタクシー事業者の競争を促すことが

重要かと思った。また、能登も同様に会社によってプライドを持っている。事務の

一括化に向けてネックになっている点を教えていただきたい。 

● 有吉氏：広域事務組合の立場では、施策を強行的に推し進めるのは難しい。私は飯

田市から出向しているが、市町の顔をみながらやっていかねばならないことが難し

い。また市町村のやる気の程度も大きな要因であり、暖簾に腕押しの面もある。そ

れに対して調整に時間を使ってしまうところがある。公共交通以外の仕事もある中

で全体の２割が公共交通の仕事となっている。この調整については、各市町村の思

いが無いとまとまらない。地域の細かな部分の把握などは役割分担しながら進めて

いければと検討している。 

● 石川県（岡山氏）：事務組合としては市町村の意向を受けて動いているので、ある

意味市町に任せた（任された）ほうが動きやすいということか。 

● 有吉氏：バス停を置きたいといった要望や路線を見直したい等の具体的な意見を持

ってきてほしい。ただ、どういう町にしたいか、は各市町に考えて貰わないといけ

ず、その役割分担が難しい。 

● 北信越運輸（大村課長）：各市町の考えを明確にしないと進まない。広域事務組合

においては、権限的な問題でどこまで裁量があるかも課題なのかと思った。 
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● 有吉氏：広域事務組合もプロパー職員がいれば良いが、出向職員が対応している。

専門性はさておき、ある程度の専任制がないと効率的な運営は難しい。 

● 北信越運輸（大村課長）：出向者は２年程度で異動となり、新任者への教育も必要

になり、負担となっていると思う。 

● 能登町（綱屋氏）：マップのなかで赤丸が交通区域になっていると思うが、料金設

定は同額か。 

● 有吉氏：そこが課題となっている。最初は統一の料金設定が理想だったが出来なか

った。結局、市町村ごとの福祉高齢者サービスの水準が違うというところがある。

今回はデマンドサービスとの関係性や距離を考慮して設定することが妥当かと思っ

ている。 

● 能登町（綱屋氏）：各市町村に法定協があり、その縛りがやりにくくしているの

か。 

● 有吉氏：現状の体制で実施するのは難しいと思う。市町村は市域等を意識するが、

住民は関係ない。エリア的に考えていこうと話をしている。 

● 能登町（綱屋氏）：各市町は負担金ということだったが、事務組合運営の負担金で

あって、交通維持の負担は別に各市町村から交通事業者に支払われているのか。 

● 有吉氏：その通りである。幹線系統は持つべきだという意見もあるが、各市町村で

路線についても検討することになる。路線分担については案分比率を決めてという

ことは最低やっているので、そこは新しい路線になっても同様の考え方でうまく回

せられるかと思う。 

● 日本海Ｃ（塩士）：交通関係の事務分担について、作業項目を棚卸ししていると思

うが、統合したほうが各市町村の事務分担が軽減される見通しがあるか。 

● 有吉氏：フィーダー補助の事務が効率化できる。手を動かしてみると、さほどの作

業量ではなく汎用性がある。一方で、協議会運営については効率化が難しい。協議

会委員などの選定は最たるものであり、市町村で決めてもらう必要がある。もしく

はエリア的に運用するかのいずれかになると思う。バス停位置をどこに置くか、緑

ナンバーの経路やバス停位置については各市町村の協議会でとなっているが、広域

連合でやるとなるとどのような手続きになるのか確認が必要になる。 

● 日本海Ｃ（塩士）：市町村と広域の事務局のバランスが難しい。 

● ＮＭ（堤氏）：広域連合の部署は多くあると思うが、どのような変遷があったの

か。 



55 

● 有吉氏:何か問題が生じた際に都度部署を増やしていった。最初はゴミだけだった

が、環境セクションが増え、介護関係もまとめたようである。現在は総務、介護連

携、ゴミ、消防関係の部署で運営している。 

● ＮＭ（堤氏）：現在の組織体制に至る要因として各市町村からの要望があったの

か。 

● 有吉氏：最初は首長からの指示や提案で動いていたが、様々なことをやっていく中

で、効率的に出来るところは協調してやっていくという流れになったと思う。 

● ＮＭ（堤氏）：構成員は基本的には出向者なのか。 

● 有吉氏：これが問題であり、ほとんどの部署で職員は１人しかいない。 

● ＮＭ（堤氏）：プロパーが少ないのは積極的な採用をしなかったのか、採用活動を

したが集まらなかったのか。 

● 有吉氏：両方である。飯田市の余力がある形なので飯田市から人員を出しているか

たちになっている。 

● ＮＭ（堤氏）：普段の業務の中で、例えば予算の流れについては、基本的に市町村

から要望があり、予算を含めて広域連合で検討・調整して、市町村に提案し、実施

は各市町村が行うというイメージで問題なかったか。 

● 有吉氏：市町村要望を受けて調整することも、多くあるが、全体最適として負担少

なく実施できる方法で調整することに取り組んでいる。パイロットは典型的な例で

ある。 

● ＮＭ（堤氏）：運行負担金について、案分は人口割合なのか出発地・到着地で決め

ているのか。 

● 有吉氏：負担金の話だと思うが、人口で計算しているものは減ってきており、大体

キロで案分している部分が多い。 

● ＮＭ（堤氏）：人口で計算している場合は、広域連合が仲介して３社で決めるの

か。 

● 有吉氏：少し昔に決まったものの例では、該当市町村間で決めたようである。 

● 有吉氏：南信州は県の出向がいない。他の広域組合は県から出向がある中、特殊で

ある。県の目線から、横断組織に県が関与することで二の足を踏むような観点があ

れば教えてほしい。 

● 石川県（小林課長）：ケースバイケースである。市町から要望があった場合は、行

政（人事組織課）と相談することになり、前例などを見て判断していくことにな

る。能登は人員が厳しい状況であることは理解しているが、県も潤沢に人員がいる

わけではない。要望に応じて検討することになる。ただ、これまで事例がないわけ
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ではなく、たとえば RDF など大きなものを作るときは県から職員を派遣するなどの

対応をしている。私が予算担当であれば事例を調べつつ相談するかと思う。 

● 有吉氏：答えづらいことを回答いただき感謝申し上げる。県で新しい支援制度（幹

線補助の発展型で、県の計画上でその路線の重要性を鑑みて支援する制度）が出て

きた。組合としては、お金を頂けるのは良いが、一緒にやっていきませんかという

思いがある。県と市町村が一本化したほうが負担を抑えられると思い、質問させて

いただいた。 

● 石川県（小林課長）：今の状況は、この勉強会も踏まえて、色々な事例も見なが

ら、勉強していかなければいけないと思っている。今後、能登では統合病院を整備

する等の話もある。大人数の人的サポートは難しい面があるかもしれないが、何か

しらのサポートはしていくことが必要になると思っている。 

以上 

【南信州広域連合から提供された資料】 
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(3) 市町が担う公共交通関連事務の棚卸し 

 ここでは、現在、奥能登２市２町が行っている公共交通関連の行政事務について、その内容とボリュームを調査するため、アンケート方式により整理した。 
 具体的には市町ごとに、下記に示す担当事務を行っている場合に「１」を記載。また、事務量については、最も事務量が多いと思われる輪島市へのヒアリング結果を例として年間事務量を定量化した。 
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 結果の概要：奥能登２市２町の公共交通関連事務の内訳は以下の通り分類される。多岐に渡る業務を、少ない人員で、かつ他の企画系業務と兼務して実施していることが分かった。 
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(4) 広域運営体制に求められる役割・機能 

広域運営体制の構築に向けて、２市２町の公共交通担当部局に対し、現在実施している主

な業務内容と業務量について調査を実施した。その結果、以下のような課題が明らかになっ

た。 
(ア) 主な業務内容 

各市町における公共交通関連業務は多岐にわたり、主に以下の業務が実施されている。 
 地域公共交通計画の策定・改定：現況調査、ニーズ把握、計画素案作成等の一連の業務 
 法定協議会、地域公共交通会議の運営：年間数回の協議会開催、資料作成等の事務局業

務 
 運行事業者との調整・契約事務：路線・ダイヤ改正の協議、運行委託契約の締結・管理 
 補助金申請・交付事務：国庫補助の申請、実績報告等の事務処理 
 利用促進、情報提供、新たな企画立案等：広報活動、利用促進イベントの企画・実施 
 行政事務（予算決算、議会、各種照会等）：予算編成、議会対応、各種調査への回答等 

(イ) 業務量棚卸し調査の結果 
これらの業務について、各市町の業務量や対応状況を調査した結果、以下のような課題が

浮き彫りになった。 
 法定協議会関連事務が大きな負担となっており、資料作成に多大な時間を要している。

特に、委員への個別説明や事前調整に多くの労力が必要とされている。 
 専門知識を要する業務が多数存在しており、道路運送法等の法令知識が求められる場面

が多い。専門的な知見を持つ職員の確保が困難な状況にある。 
 市町によって対応能力に差があり、小規模町村ほど負担感が大きい状況にある。人員体

制や専門性の面で、広域連携により格差是正の可能性がある。 
(ウ) 広域化・効率化に向けた方向性（一案） 

以上の調査結果を踏まえ、広域運営体制における業務分担の方向性として、以下の整理を

行った。 
 市町単独で実施すべき業務としては、行政事務（予算決算、議会等）、地域固有のニーズ

把握、住民説明、個別調整等、地域の実情に応じたきめ細かな対応が求められる業務を

位置付ける。 
 一方、共通化可能な業務（全部または一部）としては、計画策定支援、法定協議会事務

局機能、データ分析、補助申請、事業者との一元的調整等、スケールメリットが発揮で

きる業務や専門性が求められる業務を広域組織が担うことが効果的である。また、市町

をまたいで運行する路線・輸送サービスに関する企画立案、各種調整、利用促進等につ

いても、広域組織が一元的に担うことで、シームレスな移動サービスの実現と業務効率

化の両立が期待される。 
 このように、各市町の業務負担を軽減しつつ、専門性の高い質の高いサービスを提供す

るため、業務の性質に応じて適切に役割分担を行うことが重要である。 
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② 具体的な広域連携機能 

 広域運営体制が担うべき機能を、「定型業務のアウトソース」「地域公共交通のマネジメン

ト」「広域で取り組む交通の運営」の３つの柱に整理した。 
(ア) 定型業務のアウトソース 

各市町が個別に実施している定型的な業務を広域組織に集約することで、人員配置の効率

化と専門性の向上を図る機能である。 
① 補助金申請・実績報告等の事務処理 
国や県への補助金申請、実績報告等の事務処理を広域組織が一元的に実施する。専門知識

を要するこれらの業務を集約することで、各市町の事務負担を大幅に軽減するとともに、申

請の質の向上と確実な補助金獲得を実現する。 
② 運行事業者との契約・調整・補助金業務 
 運行事業者の募集・選定、運行委託契約の締結・管理、日常的な運行調整（車両・ドライバ

ーの配置等）、運行品質の管理・評価等を実施する。広域組織が窓口となることで、事業者と

の公平・透明な関係を構築し、安定的な運行体制を確保する。 
 

(イ) 地域公共交通のマネジメント 
地域公共交通全体を戦略的にマネジメントし、持続可能な交通ネットワークを構築・維持

する機能である。 
① 情報発信・利用促進・広報活動の展開 
２市２町全体での統一的な利用促進策や広報活動を実施する。統一ブランドの構築（名称、

ロゴ、デザイン等）、パンフレット・時刻表等の作成・配布、利用方法の説明会・体験乗車会

の開催、Web サイト・SNS 等での情報発信を行う。広域での統一的な広報により、認知度向上

とブランドイメージの確立を図り、利用者拡大につなげる。 
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② 広域的な運行計画の策定（法定協議会の事務） 

２市２町全体を俯瞰した路線・運行計画を策定する。具体的には、市町を跨ぐ移動需要の

把握と分析、幹線バス路線とデマンド交通の役割分担の検討、運行エリア・運行時間帯・車

両配置等の計画策定、利用実績に基づく運行計画の継続的な見直しを実施する。各市町の意

見を十分に聴取しつつ、広域的な最適化を図ることで、効率的かつ利便性の高い交通ネット

ワークを実現する。 

この取組のため、地域公共交通会議や法定協議会の事務局機能を担い、会議開催、資料作

成、委員との調整等を実施する。広域的な視点から２市２町全体の公共交通施策を俯瞰した

資料作成が可能となり、各市町の個別対応に比べて効率的かつ質の高い運営が期待される。 

③ 新たな施策提案に関する調査研究 

各市町が取り組む地域公共交通政策について、それぞれの市町の課題意識をとりまとめつ

つ、地域の実情に合わせて施策提案や調査研究を共通して行うことで、専門性の向上を図る。 

④ データ分析・評価と PDCA サイクルの推進 

 運行データを収集・分析し、サービス改善や政策立案に活用する。利用実績データの収集・

整理、利用傾向の分析（時間帯別、区間別、属性別等）、効率性指標の算出・評価、分析結果

に基づく改善提案を実施する。専門的なデータ分析により、EBPM（証拠に基づく政策立案）

を推進し、継続的なサービス改善を図る。 

⑤ 観光交通との連携（将来的な機能） 

生活交通としての公共交通ネットワークを基盤として、観光客の移動需要にも対応したサ

ービスを提供することが考えられる。観光施設や宿泊施設との連携により、観光需要の取り

込みと収益性の向上を図る。震災からの復興過程において、観光振興と生活交通の維持を両

立させる取組として重要な意義を持つ。 

 
(ウ) 広域で取り組む交通の運営 

市町を跨ぐ広域的な移動ニーズに対応する交通サービスを、広域組織が直接運営する機能

である。 

① 市町境を跨ぐ AIデマンド交通の運営 

２市２町全体で導入する想定の AIデマンド交通を一体的に運営管理する。市町境を意識す

ることなく予約・乗車が可能となり、通学・通院・買い物等の生活移動の利便性が大幅に向

上する。将来的に、市町を跨ぐ移動需要が存在する区間への AI デマンド交通の拡大のフェー

ズにおいて効果が期待される。 

② 車両・人材等の経営資源の管理 

デマンド交通に使用する車両を広域組織が一括して調達・管理することで、車両の広域的

な融通、保守管理の効率化、デザインの統一による利用者の分かりやすさ向上を実現する。

また、運転士の募集・採用、研修・安全教育の実施、労務管理・健康管理、交通事業者等の運

行受託者との連携を行い、限られた人材を最大限活用する体制を構築する。 
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(5) 組織形態の比較検討 

広域運営体制の具体的な組織形態について、複数の選択肢を比較検討した。検討に際しては、

能登地域の実情、先進事例からの示唆、求められる機能等を総合的に勘案した。 

① 組織形態の選択肢 

広域運営体制の組織形態として、以下の４つの選択肢を比較検討の対象とした。 
選択肢①：法定協議会方式 

地域公共交通活性化再生法に基づく法定協議会を設置し、２市２町が協議体として共同で

公共交通施策を検討・実施する方式である。既に石川県能登地域公共交通協議会が設置され

ているため、この法定協議会が広域調整機能を担うものである（石川県交通政策課が事務局）。 
なお、法定協議会自体は法人格を持たないため、実際の事業実施は各市町または事業者が

担うことが必要。 
選択肢②：一部事務組合方式 

地方自治法に基づき、２市２町が設立した一部事務組合を活用し、公共交通事業を共同処

理する方式である。組合は独立した法人格を持ち、独自の予算と職員を有する。現在、奥能

登広域圏事務組合が存在し、その規約の中に、「広域公共交通に関すること。」が明記されて

いるが、現在その機能は実施されていない。 
選択肢③：民間組織（一般社団法人等）への委託方式 

２市２町が共同で一般社団法人等の民間組織を設立し、公共交通事業の運営を委託する方

式である。専門性の高い運営が期待できる反面、安定的な財源確保が課題となる。 
選択肢④：広域連合方式 

地方自治法に基づき、２市２町が広域連合を設立する方式である。一部事務組合よりも強

い権限を有し、条例制定権や直接請求権等が認められる。 
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参考：地方自治法が規定する広域行政制度 

種類 特徴等 

一部事務組合 

（第 286 条） 

普通地方公共団体の事務の一部を共同処理するための制度で、法人格を持つ。奥能登地域で

は、消防、ごみ処理などの事務が共同で処理されている。 

広域連合 

（第 291 条の 2） 

一部事務組合では「国、都道府県から直接に権限の移譲が受けられない」など、広域需要に

適切に対応できない面があったことから、多様化した広域的政策・広域行政需要に適切かつ

効果的に対応するようにするとともに、地方分権に対応するための制度として国または都道

府県の権限に属する事務の配分の受け入れを可能とする体制の整備を含めて、平成６年に制

度化されたもの。 

法定協議会 

（第 252 条の 2） 

２つ以上の地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するために設けるもの。設置に

は、議会の議決が必要。 

法人格を有さず、財産の所有などの権利の主体やハード事業の主体になれないことから、計

画策定などのソフト分野が主な事業となっている。 

（※補遺：本表でいう「法定協議会」は地域交通法に基づくものではなく、地方自治法に基

づくものを指す。） 

組織や機関の共同設

置 

（第 252 条の 7） 

地方公共団体の機関等を簡素化することにより、効率的・合理的な行政運営を維持すること

をその趣旨とし、複数の地方公共団体が、その執行機関、附属機関、職員等を共同で設置す

るもの。 

事務の委託 

（第 252 条の 14） 

地方公共団体が協議により規約を定め、事務の一部の管理、執行を他の地方公共団体に委託

するもの。 

出典：秦野市 HP https://www.city.hadano.kanagawa.jp/soshiki/1/1001/7/2692.html を参考に加筆修正 

 

② 評価の視点 

各組織形態の評価に際しては、以下の視点を設定した。 
 設立の容易性：組織の設立に要する時間、手続きの複雑さ 
 実行力：事業を実施する権限の強さ、実効性 
 財政基盤：安定的な財源確保の可能性 
 専門性：専門人材の確保・育成の可能性 
 柔軟性：状況変化への対応の柔軟性 
 説明責任：住民や議会への説明責任の明確性 
 将来性：将来的な発展・拡大の可能性 
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③ 各選択肢の評価 

選択肢①：法定協議会方式 

【メリット】 
 地域公共交通活性化再生法に基づく制度 
 国の補助制度を活用しやすい（国庫補助金の受皿となる） 
 交通事業者、住民代表等の多様な主体が会議体で参画できる 
 既に能登地域で設置されている 

【デメリット】 
 協議会自体には法人格がなく、実際の事業実施権限は限定的 
 配車センター運営等の実務を担うには別途組織が必要 
 専門人材の確保が困難 

 
選択肢②：一部事務組合方式 

【メリット】 
 独立した法人格を持ち、安定的な運営が可能 
 独自の予算と職員を持ち、専門性の高い運営が可能 
 ２市２町からの負担金により安定的な財源確保が可能 
 事業実施権限が明確 
 住民や議会への説明責任が明確 
 全国で多くの実績がある（消防、ごみ処理等） 

【デメリット】 
 設立後の変更（構成市町の変更等）に手続きを要する 
 運営の柔軟性はやや低い 

 
選択肢③：民間組織（一般社団法人等）への委託方式 

【メリット】 
 専門性の高い人材を登用しやすい 
 柔軟で機動的な運営が可能 
 民間的経営手法の導入が可能 
 事業拡大（観光交通等）の自由度が高い 

【デメリット】 
 安定的な財源確保が課題（市町からの委託料に依存） 
 住民や議会への説明責任がやや不明確 
 公共性と経済性のバランスが難しい 
 組織の継続性に不安がある 

 
選択肢④：広域連合方式 

【メリット】 
 一部事務組合よりも強い権限を有する 
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 条例制定権、直接請求権等が認められる 
 将来的な発展可能性が高い 

【デメリット】 
 設立のハードルが高く、時間を要する 
 運営コストが高い 
 公共交通事業のみを目的とするには過大な組織 

 

④  まとめ 

広域運営組織として、既に設置されている法定協議会（能登地域公共交通協議会）による

ゆるやかな連携から、一部事務組合または一般社団法人等による事務分担への移行が考えら

れる。 
当初は法定協議会の枠組を活用しつつ広域的な事務から段階的に市町事務を移譲するなど、

現実的な道筋をとることが考えられる。 
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(6) 能登地域における広域運営体制の方向性 

以上の検討を踏まえ、能登地域における広域運営体制の具体的な方向性を提示する。 

① 基本方針 

能登地域における広域運営体制の構築に向けて、以下の基本方針を設定する。 
方針１：段階的な体制構築 

震災からの復興過程にある現状を踏まえ、当面は実現可能性の高い体制から着手し、実績

を積み重ねながら段階的により強固な体制へと移行していく。拙速な体制構築により混乱を

招くことを避け、着実な歩みを重視する。 
方針２：スケールメリットの最大化 

２市２町が共同で取り組むことのスケールメリットを最大化する。特に、AI デマンドシス

テムの共同運営等により、大幅なコスト削減を実現する。 

方針３：地域の実情への配慮 

広域的な運営を行う場合でも、各市町の実情や住民ニーズへのきめ細かな対応を重視する

ため、市町との連携及び役割分担を考慮する。画一的なサービスではなく、地域特性に応じ

た柔軟なサービス提供を行う。 
方針４：既存事業者との連携 

既存の交通事業者との良好な関係を構築し、共存共栄を図る。事業者の経営や雇用に配慮

しながら、新たな役割分担を構築していく。 
方針５：持続可能性の確保 

一時的な取組ではなく、長期的に持続可能な体制を構築する。安定的な財源確保、人材の

確保・育成、PDCA サイクルによる継続的改善等により、持続可能性を確保する。 
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② 組織体制の方向性 

能登地域における将来的な広域運営体制の全体像を下図に示す。広域公共交通運営組織と

しては、「定型業務」のアウトソースからはじめ、段階的に地域公共交通のマネジメントが出

来る組織へと発展していくことが考えられる。 

 
(ア) 全体の枠組み 

県が事務局として設置した「県能登地域公共交通協議会（法定協議会）」が広域連携の母体

（会議体）となる。この協議会は、地域公共交通活性化再生法に基づく法定協議会として、

国の補助制度の活用を可能とするとともに、県・２市２町・交通事業者・有識者等が参画し、

広域的な公共交通施策の方向性を協議・決定する場となっている。国からは、地域公共交通

確保維持改善事業費補助（国費補助）を通じて財政的な支援を受けるとともに、市町間の広

域調整や県が行う事業の推進に関する伴走支援を受ける体制とする。 
(イ) 広域公共交通運営組織の役割 

協議会の下に設置される「広域公共交通運営組織」は、２市２町が共同で設立する組織で

あり、以下の３つの機能を段階的に担っていく。 
第１段階：定型業務のアウトソース 

まずは定型業務から広域組織への移管を開始する。具体的には、幹線交通・広域交通に関

する各種定型事務、補助金関連事務を集約する。これにより、各市町の事務負担を軽減する

とともに、専門性の向上を図る。なお、この段階では定型業務が中心であり、将来的に地域

公共交通マネジメントが出来る組織へと段階的に組織へ拡張することを想定している。 
第２段階：地域公共交通のマネジメント 

次の段階として、地域公共交通全体のマネジメント機能を担う。公共交通利用促進、情報
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提供、データ分析、新たな施策検討等に関する調査研究を実施し、走り出した幹線路線や広

域デマンド交通の継続的な改善を図る。また、市町間の横の繋がりを構築し、広域的な視点

からの政策立案を推進する。 
第３段階：広域で取り組む交通の運営 

さらに発展的な段階として、市町を跨ぐ広域的な交通サービスの運営主体としての役割を

担う。具体的には、共通で取り組む AIデマンド交通に関する事務（受注、運営全般（運行管

理））を実施する。これにより、市町境を意識しないシームレスな移動サービスの提供が可能

となる。 

 
(ウ) 各市町の役割 

広域運営組織が広域的な業務を担う一方で、各市町（輪島市、珠洲市、穴水町、能登町）

は、以下の役割を引き続き担う。 
 市町で完結する道路に関する事務、行政事務、議会対応 
 地域ニーズの把握 
 法定協議会、地域公共交通会議への参画 
これらの業務を通じて、地域の実情に応じたきめ細かな対応を行うとともに、広域運営組

織と連携して公共交通施策を推進する。 
 

(エ) 連携する交通事業者 
広域運営組織は、以下の交通事業者と連携してサービスを提供する。 

 都市間交通（特急バス等）：金沢方面等への広域的な移動を担う 
 地域内幹線交通（一般路線バス）：地域内の主要な移動を担う定時定路線の交通 
 市町を跨ぐ広域交通サービス：広域デマンド交通等の新たなサービスの一体的な検討・

運営 
 地域内交通：市町で完結する交通については引き続き市町が主体となって運営 
このように、広域運営組織を核として、県、市町、交通事業者、有識者等が連携し、能登地

域全体で持続可能な公共交通ネットワークを構築していく体制を目指す。特に重要なのは、

段階的なアプローチにより、無理なく着実に体制を発展させていくことである。初期段階か

ら完璧な体制を目指すのではなく、定型業務の集約から始め、実績と信頼を積み重ねながら、

徐々にマネジメント機能や運営機能を拡充していくことで、持続可能な広域運営体制を実現

する。 
 
  



78 

③ 将来の広域運営体制の段階的な発展・構築イメージ 

以上の比較検討を踏まえ、能登地域における広域運営体制の組織形態として、段階的なア

プローチを推奨する。最初から法人格を持つ組織を設立するのではなく、法定協議会の枠組

を活用しつつ広域的な事務から段階的に市町事務を移譲するなど、現実的な道筋が必要であ

る。 

 
【Step１：法定協議会による緩やかな連携】 

第１段階として、能登地域公共交通協議会による緩やかな連携体制が既に構築され始めて

いる。この段階では、以下の取組を通じて広域連携の必要性について関係者間の認識共有を

図る。 
主な取組内容： 
 県及び各市町の取組の情報共有と連携強化 
 法定協議会及び部会（ワーキンググループ）の開催による共通課題の抽出 
 広域的な交通ネットワークの検討開始 
目標：広域連携の必要性について関係者間の認識共有を深め、次のステップへの基盤を構築

する。 
組織形態の特徴：法定協議会は地域公共交通活性化再生法に基づく制度であり、設立が比較

的容易である。国の補助制度を活用しやすく、交通事業者、住民代表等の多様な主体が参

画できる利点がある。ただし、協議会自体には法人格がなく、実際の事業実施権限は限定

的であるため、あくまで関係者間の協議・調整の場としての位置付けとなる。 
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【Step２：定型業務のアウトソース】 

第２段階として、共通・定型事務（補助金事務、データ分析等）の一元化開始、事務局体制の

強化（専任職員配置の検討）に取り組む。 

組織形態：法定協議会 + 民間組織（一般社団法人等）への業務委託 

 実際の定型作業等の実務については、２市２町が共同で設立する一般社団法人または広域

事務組合等に委託する。法定協議会は引き続き協議・調整の場として機能し、方針決定等を

担う。 

主な取組内容： 

 共通・定型事務（補助金事務、データ分析等）の一元化 

 配車センターの設置・運営開始 

 AI デマンドシステムの共同導入 

 事務局体制の強化（専任職員配置） 

目標：共通事務一元化による市町職員の負担軽減を実現する。定型業務の集約により、スケ

ールメリットを発揮するとともに、各市町の公共交通担当職員が地域固有のニーズ把握や

住民対応等のより重要な業務に注力できる環境を整える。 

この段階での留意点：一般社団法人等の民間組織は、専門性の高い人材を登用しやすく、柔

軟で機動的な運営が可能である反面、安定的な財源確保が課題となる。２市２町からの安

定的な委託料の支出について、議会の理解を得ることが重要である。 

 
【Step３：広域事務組織で地域公共交通マネジメント】 

第３段階として、より安定的で持続可能な体制を構築する。 

主な取組内容： 

 専門組織への事務アウトソース（または権限移譲） 

 交通政策の専門人材の確保・配置 

 一元的な契約・調整、広域 AIデマンド交通の運営（運行管理主体） 

 データ分析・計画策定の高度化 

目標：効率的かつ専門性の高い持続可能な運営体制の確立 
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④ 留意事項 

広域運営体制の構築に向けて、以下の点に留意する必要がある。 
(1) 関係者の合意形成 
広域運営体制の構築には、２市２町の首長・議会の理解と合意が不可欠である。また、既

存の交通事業者、住民等の理解も重要である。丁寧な説明と対話を通じて、関係者の合意形

成を図る。 
(2) 既存サービスとの調整 
現在各市町が運行しているコミュニティバスやデマンド交通等との調整が必要である。利

用者に混乱を与えないよう、丁寧な移行計画を策定する。 
(3) 人材の確保 
広域運営組織の事務局長や配車センター職員など、必要な人材を確保する必要がある。特

に、公共交通の専門知識を有する事務局長の確保が重要であり、早期から人材確保に取り組

む。 
(4) 財源の確保 
国・県の補助制度を最大限活用するとともに、県及び２市２町の予算措置が必要である。

議会の理解を得て、必要な予算を確保する必要がある。 
(5) 住民への周知 
新たな公共交通システムの開始に際しては、住民への十分な周知が必要である。広報紙、

説明会、体験乗車会等を通じて、利用方法や利便性を分かりやすく伝える。 
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(7) まとめ 

本章では、奥能登２市２町における持続可能な公共交通ネットワークの構築に向けた広域

運営体制の設立について検討を行った。そのまとめを下記に示す。 

 

① 本検討の成果 

 第２章で整理した課題を踏まえると、各市町が個別に公共交通施策を実施することには

限界があり、広域連携によるスケールメリットの発揮、市町境を越えたシームレスな移

動の実現、限られた運転士・車両の効率的活用等が求められる状況にある。 

 先進事例の分析からは、広域連携の組織形態として、法定協議会、一般社団法人、一部

事務組合など複数の選択肢があり、それぞれにメリット・デメリットがあることが明ら

かになった。また、多くの事例において、当初は緩やかな連携から始め、実績を積み重

ねながら段階的に連携を強化していくアプローチが採用されていることが確認された。 

 これらを踏まえ、能登地域における広域運営体制として、Step１「法定協議会による緩

やかな連携」、Step２「定型業務のアウトソース」、Step３「広域事務組織で地域公共交

通マネジメント」という３段階のアプローチを推奨した。 

 広域運営体制が担うべき機能としては、「定型業務のアウトソース」「地域公共交通のマ

ネジメント」「広域で取り組む交通の運営」の３つの柱を整理した。特に、共同配車セン

ター機能、AI デマンドシステムの共同導入・運営、広域的な運行計画の策定、運行事業

者との調整等を重点機能として位置付けた。 
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② 期待されるメリットと克服すべき課題 

広域化には多くのメリットがある一方、組織間の調整や財源確保等の課題も存在する。これ

らの課題を一つひとつ丁寧に解決しながら、段階的に広域化を進めていくことが重要である。 
(ア) 期待されるメリット 
専門性の向上 

 専任職員による継続的な業務遂行が可能となり、公共交通施策の質が向上する 

 計画的な人材育成とノウハウの組織的蓄積が実現する 

共通事務の一元化による効率化 

 法定協議会資料作成等の重複業務が削減され、各市町の事務負担が軽減される 

 データ分析ツールの共同調達によるコスト削減が実現する 

事業者窓口の一本化 

 事業者側の対応負担が軽減され、より建設的な関係構築が可能となる 

 公平・透明な事業者選定プロセスの確立により、信頼関係が向上する 

広域 AI デマンド事務の円滑な実施 

 市町境を越えたシームレスな移動サービスの提供が実現する 

 広域的な配車最適化により、効率的な運行が可能となる 

 
(イ) 克服すべき課題 
組織が「屋上屋」となる懸念への対応 
 既存組織との役割分担を明確にし、重複や非効率を避ける必要がある 
 二重行政にならないよう業務範囲を精査し、真に広域化が有効な業務に絞り込む 
必要な人員・予算の確保 
 専任職員の人件費負担をどう分担するか、２市２町間の協議が必要である 
 国庫補助制度の積極的活用により、財政負担を軽減する方策を検討する 
市町の理解と合意形成 
 市町の不安解消（発言力低下への懸念等）に向けた丁寧な説明と対話が不可欠である 
 各市町の実情やニーズが適切に反映される仕組みづくりが重要である 
既存組織との調整 
 既存の広域行政組合や交通事業者との役割分担を明確にする必要がある 
 既存組織の機能を活用しつつ、新たな広域運営体制を構築する工夫が求められる 
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③ 今後必要となる取組（案） 

広域運営体制の実現に向けて、以下の取組を段階的に進めていく必要がある。 

県・市町担当者レベルでのワーキンググループ設置 

実務レベルでの具体的な検討を進めるため、県及び２市２町の担当者によるワーキンググ

ループを設置し、定期的に協議を行う。組織形態、業務範囲、財政負担等の具体的な論点に

ついて、実務的な観点から検討を深める。 

具体的な業務範囲、費用負担割合の協議  

広域運営組織が担う業務の具体的な範囲を確定するとともに、２市２町の費用負担割合に

ついて公平性・納得性のある基準を設定する。人口割、面積割、利用実績割、均等割等の組

み合わせを検討する。 

先行事例の調査研究（他地域の広域連携事例） 

先進地域への視察や担当者との意見交換を通じて、組織運営のノウハウや課題解決の方策

を学ぶ。特に、能登地域と類似した条件（中山間地域、震災復興等）の事例を重点的に調査

する。 

段階的な移行スケジュールとロードマップの策定  

Step１からStep３への移行について、具体的なスケジュールとマイルストーンを設定する。

各段階での達成目標、評価指標、次段階への移行判断基準等を明確にする。 

住民・議会への説明と理解促進 

広域運営体制の必要性、メリット、財政負担等について、住民や議会に対して分かりやす

く説明し、理解と支持を得る。特に、「屋上屋」との懸念に対しては、既存組織との役割分担

を明確に示し、広域化の実効性を丁寧に説明する必要がある。 

 

実現に向けては、関係者の合意形成、既存サービスとの調整、人材の確保、財源の確保、

住民への周知など、克服すべき課題は多い。しかし、震災からの復興という大きな転換期に

ある今こそ、従来の枠組みを超えた新たな公共交通体系を構築する好機である。２市２町が

連携し、国・県の支援も得ながら、能登地域の実情に適した持続可能な広域運営体制の構築

を目指すべきである。 

また、財政面では、国・県の補助制度を最大限活用しつつ、２市２町が公平な負担割合に

基づき財源を確保する仕組みを構築することが重要である。現在各市町が個別に支出してい

る公共交通関連経費を広域運営に振り向けることで、追加的な財政負担を最小限に抑えるこ

とが可能である。 
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第４ 新たな交通モード（広域的なデマンド交通） 

の仕様検討 
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４ 新たな交通モード（広域的なデマンド交通）の仕様検討 

(1) 検討概要 

① 解決すべき課題 

奥能登２市２町において広域的なデマンド交通を導入するにあたり、以下の課題を解決す

る必要がある。 
(1) 利用者ニーズと運行効率性の両立 
一般的にデマンド交通は、限定されたエリア内で高密度に運行することにより利便性を高

めることができる。しかし、能登地域における AIデマンドは、その対象エリアが広域すぎる

ことにより、AI デマンド交通としてのメリットである効率性が低下する懸念がある。 

また、フルデマンド方式と、予約が要らない定時定路線交通(≒バス路線)との適切なバラ

ンスを図る必要がある。特に、高齢者にとっての分かりやすさ、利用しやすさを確保するこ

とが重要である。 

(2) 既存交通との競合・重複回避 
定時定路線バスとの適切な役割分担を明確化する必要がある。輸送力・想定需要に合わせ

た交通モードの選択が求められる。 
また、一般乗用タクシー事業との共存・協調を図る必要がある。路線バス及び AI デマンド

交通の二重投資によるコスト増大を回避しなければならない。 

② 検討の着眼点 

上記の課題を解決するため、以下の着眼点に基づき検討を行った。 
(1)路線特性に応じた交通システムの設計 
路線特性(現行交通の利用数)に応じて交通モードを最適配置する。また、利用者が理解しや

すい予約方式、運行ルートなどのサービス体系を設計する。 
(2) 技術導入の段階的アプローチ 
市街地部など、AIデマンド交通が最も効果的なエリアを中心に、AI配車システムを段階的

に導入し、効果検証をしながら段階的に拡大していくアプローチを提案する。 

③ 具体的な提案(県・市町における検討に対する伴走支援の内容) 

能登地域の広範かつ人口低密度のエリアにふさわしい広域的なデマンド交通の実現に向け

て、地理条件や人口分布に応じた柔軟な交通導入に向けた検討について、県及び市町、事業

者との技術的助言などの伴走支援を行う。具体的には、以下の３つの観点から検討を進めた。 
(1) 交通モード設計 
主要幹線(特に市町またぎの路線)は基本的に定時定路線(一般バス)を維持するものとする

が、昼間時間帯においては需要に応じて AIデマンドによる代替も視野に入れる。 

市街地部においては、時刻を定めず、停留所(乗降ポイント)を密に配置した「フルデマン

ド交通」とし、乗合率向上が期待できるエリアを中心に導入する。 

市町をまたぐ郊外路線において、特に谷筋や一本道など距離が長い区間においては、フル
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デマンド交通では逆に効率が低下することから、市街地への着時刻(ダイヤ)を指定した「準デ

マンド交通(着時刻指定型デマンド)」を導入し、需要の分散を防ぎながら、利用者の予約に応

じた柔軟なルート設定を行う。 
(2) 車両・人員配置計画 
輪島市、穴水町、能登町、珠洲市それぞれにおいて、将来的に３～４台ずつ(合計 15～16 台

程度)のデマンド交通の導入を視野に入れつつ、導入当初は市街地部からのスモールスタート

とする。 

(3) 予約・配車システム仕様 
２市２町共通の AI配車システムの導入を目指し、県及び市町でのシステム仕様選定に向け

て技術的助言等の伴走支援を行った。広域的に複数の事業者が無理なく連携できる運用環境

に向けた助言を行った。 
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(2) 交通モードの類型整理 

広域的なデマンド交通の検討にあたり、まず能登地域で導入すべき交通モードの類型を整

理した。交通モードは、路線特性や需要特性に応じて、以下の４つの類型に分類される。な

お、本表は参考であり、今後地域ごとの事情に合わせて選択されるべきものである。 

 
(1) 路線バス・コミュニティバス等(定時定路線) 
定時定路線型は、決まった時刻・決まったルートで運行する従来型の交通モードである。

運行ダイヤとルートが明確に定められており予約が不要であるため、ITツールに抵抗のある

高齢者を含む幅広い層が利用しやすい特長がある。また、広域・大量輸送に向いており、特

に高校生の通学・帰宅手段としては一定の輸送力が必要となることから、このモードが適し

ている。 

さらに、既存の車両や運行体制を活用できるため追加コストが比較的低く、安定した需要

(特に学生利用)がある場合（スクールバス（混乗））としての運行は、継続的な負担も抑えら

れる。地域住民と学生のふれあいを通じた地域交流の促進や、教育予算も活用しながらの運

行が可能である点も利点である。スクールバスと他の交通が混在しているエリアについては、

混乗の検討の余地がある。 

一方で、利用者が減少した際の運行コストが高く、空席率が高い場合には非効率な運行と

なる課題がある。運行エリアが薄く広がる場合には運転者の確保・維持が大きな課題となり、

安全基準やルート設定も複雑化する。また、学生以外の利用時間帯や対象が制約される可能

性があり、運行時間が学校スケジュールに依存するという制約もある。 
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(2) 乗合タクシー(区域運行・AIデマンド) 
乗合タクシー型は、予約に応じて柔軟に運行する交通モードであり、区域運行型と AI デマ

ンド型に細分される。需要に応じた柔軟な運行が可能であり、コスト効率が良く、利用者希

薄地域に適合する。小規模エリアや小ロットでの運行に最適であり、スマートフォンアプリ

で簡単に予約できる利便性がある。また、運行経路や利用状況のデータを活用することで、

運行の最適化に向けた検証が容易に行える。 

しかし、予約システムが必須となるため、事業者・利用者ともに一定の手間が発生する。

利用が集中した際には積み残しが生じるリスクや、所要時間が変動するリスクがある。AIシ

ステムを導入する場合には、導入費用と維持費用の追加コストが発生する。また、輸送力に

は一定の限界があり(概ね 40 人/日・台が目安とも言われる)、エリアが広域すぎる場合、ド

ア toドアのフルデマンド運行では、かえって非効率となる可能性がある点に留意が必要であ

る。 

 

(3) 一般タクシー(乗用)の活用 
一般タクシーの活用は、個別対応(ドア toドア)が可能で利便性が非常に高い交通手段であ

る。運行車両数を需要に応じて調整しやすく、地域の既存事業者を活用することで地域雇用・

経済に貢献できる。タクシー券補助などの施策を用いることで、新たなシステム等の導入が

不要となり、施策実現コストを低く抑えることができる。 

ただし、輸送力には限りがあり、大量輸送には不向きである。補助がない場合は運賃が高

く定期利用には適さず、逆に補助がある場合は利用されるほど行政の財政負担が増大すると

いうジレンマがある。 

 
(4) 各交通モードの選択の考え方 
これらの交通モードは、それぞれ異なる特長と課題を有しており、地域の状況や移動需要

の特性に応じて適切に選択・組み合わせることが重要である。能登地域のように広域で人口

密度が低く、移動需要が多様なエリアにおいては、単一の交通モードで全てに対応すること

は困難である。市街地部では乗合タクシー(AI デマンド)、郊外部では定時定路線や準デマン

ド型、個別の移動ニーズには一般タクシーの活用といったように、地域特性に応じたハイブ

リッド型の交通システムを構築することが求められる。 
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(3) AI デマンド交通の特性と適用範囲 

前項で整理した交通モードのうち、本検討で中心的な役割を担う「AI デマンド交通」につい

て、その特性と適用範囲を整理する。AI デマンド交通は万能ではなく、地域特性や移動需要の

形態によって、効果を発揮できる場面と、逆に非効率となる場面が存在する。 

 

 

① AI デマンド交通の得意分野 

AI デマンド交通が効果を発揮するのは、以下のような特性を持つ地域・場面である。 
1．低密度居住地域での効率的な運行 
人口が分散している地域において、需要に応じて運行することで空気輸送を回避できる。

定時定路線バスでは空席が多くなるような地域でも、予約に応じた運行により効率性を確保

できる。 
2．平地部・市街地部での運行経路最適化 
道路網が発達し迂回路が多いエリアでは、AI による最適ルート選択のメリットが大きい。

複数の予約を効率的に拾っていけるルートを AIが自動計算することで、運行効率を高めるこ

とができる。 

3．予約に応じた柔軟な対応が可能 
多様な移動ニーズ(通院、買い物、公共施設への移動等)に対して、一つ一つの移動に柔軟に

対応できる。定時定路線では対応しきれない個別のニーズに応えられることが強みである。 
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② AI デマンド交通の不得意分野 

一方で、AI デマンド交通が効果を発揮しにくい、あるいは適さない場面も存在する。 
1．長距離移動に不向き 
所要時間の予測が困難であり、他の予約の状況によって大きく変動するため、利用者にと

って計画が立てにくい。長距離を移動する場合、定時性が重要となるため、定時定路線の方

が適している。 
2．経路の選択肢が少ない一本道区間 
 迂回路がなく経路選択の余地がない区間では、AI による最適化のメリットがない。谷筋や

半島部など、道路が一本しかないような地域では、ルート最適化の恩恵を受けられない。 

3．需要の過度な集中時 
通勤通学の時間帯等、需要が時間的・空間的に集中する場合、予約が殺到し対応困難とな

る。このような場面では、輸送力のある定時定路線バスの方が適している。 
 

③ 能登地域への適用の考え方 

これらの特性を踏まえると、能登地域においては、市街地部で定路線型では経路が複雑に

なりすぎる場合(例えば一筆書きが難しい場合など)に AIデマンドが有効である。一方、郊外

部の谷筋や山間部など、経路選択の余地がない一本道エリアでは、AI を使うまでもなく定時

定路線型の方が有利となる。 

したがって、能登地域の広域的なデマンド交通においては、全てをフルデマンド型とする

のではなく、エリア特性に応じて定時定路線型、準デマンド型(着時刻指定型)、フルデマン

ド型を適切に組み合わせるハイブリッド型のシステム設計が重要となる。 
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④ 先進事例：石川県津幡町の事例 

 AI デマンド交通の特性を活かした交通ネットワーク構築の先進事例として、石川県津幡町

における「のるーと津幡」の取組を紹介する。津幡町は、能登地域と同様に平野部と山間部

を有する地域であり、地域特性に応じた交通モードの使い分けという点で参考となる事例で

ある。 

 
(ア) 津幡町の取組の概要 

津幡町では、従来運行していた町営バス(定路線)を見直し、令和５年度から「のるーと津幡」

として新たな公共交通システムを導入した。この取組の特徴は、平野部と山間部で異なる交

通モードを採用し、それぞれの地域特性に応じた最適なサービスを提供している点にある。 
平野部：区域運行型 AI デマンド交通 

平野部においては、従来の町営バス(定路線)を廃止し、区域運行型の AIデマンド交通「の

るーと津幡」に全面的に転換した。平野部は道路網が発達しており、迂回路が多く存在する

ため、AIによるルート最適化のメリットを活かせる地域である。 

利用者は予約(アプリまたは電話)により、行きたい場所・行きたい時間を指定することが

でき、AIが最適なルートと時刻を計算する。ワゴン車による運行とし、複数の利用者を効率

的に乗り合わせることで、きめ細かなサービスと運行効率の両立を図っている。 

「のるーと津幡」の運行エリアは、町の中心部を含む平野部全域をカバーしており、町役

場、病院、商業施設、公共施設等への移動に対応している。従来の定路線バスでは停留所ま

で歩く必要があったが、デマンド交通できめ細かな停留所（ミーティング・ポイント）の設

置により、自宅近くから目的地近くまでの移動が可能となり、高齢者等の利便性が大幅に向

上した。 
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山間部：定時定路線バスの継続 
一方、山間部については、引き続き定時定路線バスを運行している。山間部は谷筋に沿っ

た一本道が多く、通学需要への対応も必要であることから、定時定路線型が適している。 
具体的には、山間部から平野部(町中心部)への路線を、朝夕の通学時間帯を中心に運行して

いる。定時性が確保されることで、学生が安心して通学に利用できるとともに、一般利用者

も計画的な移動が可能となっている。 
 

(イ) 路線型(バス)と区域運行型(デマンド交通)の役割分担の実現 
津幡町の取組の最大のポイントは、AIデマンドの特性を活かした交通ネットワークを実現

していることである。平野部においては AIデマンド交通の得意分野である「道路網が発達し

たエリアでの効率的な運行」を活かし、山間部においては定時定路線バスの強みである「一

本道での安定的な輸送」「通学需要への対応」を活かすという、明確な役割分担がなされてい

る。 

この役割分担により、全てを定時定路線バスで運行していた従来の方式と比べて、平野部

では利便性が向上し、山間部では必要なサービス水準を維持しつつ、全体としての運行効率

化とコスト削減を実現している。 
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(4) 広域で AI デマンド交通を導入することの必要性 

 能登地域において AIデマンド交通を導入するにあたり、各市町が個別にシステムを導入するの

ではなく、２市２町が広域的に連携して共同導入することが不可欠である。その必要性について、

コスト面、移動特性、運営効率の観点から整理する。 

 

① システム導入コストの大幅な削減 

AI デマンド交通を導入する際には、AI 配車システムの導入費用(初期費用)とランニングコ

スト(システム利用料、保守費用等)が必要となる。これらのコストの多くは、車両台数や運

行エリアの広さにかかわらず発生する「固定費」的な性格を持つ。 

仮に各市町が個別にシステムを導入した場合、それぞれの市町でシステム導入費用、シス

テム利用料、保守費用等が発生する。特に、システム開発費やカスタマイズ費用は各市町で

重複して発生することになり、極めて非効率である。 

一方、２市２町が共同で単一のシステムを導入すれば、システム導入費用、ランニングコ

ストともについても大幅な削減が期待できる。第３章で検討した広域運営体制のもとで共通

システムを導入することにより、スケールメリットを最大限に発揮することが可能となる。 

② 能登地域の移動特性と市町跨ぎ移動への対応 

能登地域における人流ビッグデータを分析した結果、市町内移動だけでなく、隣接市町を

またぐ移動も一定数存在することが明らかになった。 
市街地における主要な目的地分析によれば、各市町の中心部(輪島市街地、珠洲市街地、穴

水町市街地、能登町宇出津市街地)においては、行政施設・大型商業施設・病院・中心商店街

など、多様な施設への移動需要が集中している。これらは主に市町内移動であるが、同時に

隣接市町からの移動も見られる。 
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特に注目されるのは、市町を跨ぐ移動の存在である。データ分析の結果、以下のような市

町跨ぎの移動が確認された。 

これらの移動は、通学(高校への通学)、通院(市町境近くの住民が隣接市町の病院を利用)、

買い物(より大きな商業施設のある市町への移動)等、住民の生活に不可欠な移動である。自

家用車を持たない住民(高齢者、学生等)にとっては、隣接市町への移動が大きな負担となっ

ている。 

将来的に、広域的な AIデマンド交通を導入することにより、市町境を意識することなくシ

ームレスな移動が可能となる。利用者は「輪島市から能登町まで」といった市町跨ぎの移動

を、一つの予約で完結できるようになる。AI 配車システムが２市２町全体を一つのエリアと

して最適配車を行うことで、効率的な運行が実現される。 

③ 広域一体運営によるその他のメリット 

広域的に AI デマンド交通を導入することのメリットは、コスト削減と市町跨ぎ移動への対

応だけではない。第３章で検討した広域運営体制がもたらすメリットが、AI デマンド交通の

運営においても発揮される。 

1．運行データの一元管理と分析 
２市２町全体の運行データを一元的に収集・分析することで、地域全体の移動需要の傾

向を把握できる。市町個別のデータでは見えてこない広域的な移動パターンを可視化し、

運行計画の改善に活かすことができる。また、データに基づく政策立案(EBPM)を推進し、

より効果的な公共交通施策を展開できる。 

2．運行事業者との一元的な調整 
複数の市町が個別に事業者と契約・調整を行うのではなく、広域運営組織が窓口となる

ことで、事業者側の負担も軽減される。また、公平・透明な事業者選定プロセスを構築しや
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すくなり、複数事業者間の連携もスムーズに進めることができる。 
3．利用者にとっての分かりやすさ 
２市２町で統一されたシステム、統一されたブランド(名称、ロゴ等)、統一された予約

方法により、利用者は地域全体で同じ使い方ができる。市町ごとに異なるシステム・異な

る予約方法となる場合と比べて、利用者の理解と利用促進が容易になる。 

4．専門人材の確保 
AI デマンド交通の効果的な運営には、システムの理解、データ分析、運行計画の最適化

等の専門知識が必要となる。各市町が個別に専門人材を確保することは困難だが、広域運

営組織として専門スタッフを配置することで、質の高い運営が可能となる。 
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(5) エリア特性に応じたデマンド運行方式の方針 

 AI デマンド交通の運行方式については、自由度の高さからいくつかに分類される。全国で多様

な運行方式が考えられるが、ここでは能登地域で適用可能性がある２つの方式について検討した。 

① フルデマンド型 

時刻もルートも定めず、予約に応じて完全に柔軟に運行する方式である。利用者は乗りた

い時間帯と乗降場所を指定して予約し、AI 配車システムが最適なルートと時刻を提示する。

市街地部など、比較的狭いエリア内で多様な移動需要がある場合に適している。 

【適用場面】 

 市街地部の移動(住宅地⇔商業施設、病院、公共施設等) 

 比較的狭いエリア内での多様な移動ニーズ 

 路線バスではカバーしきれない交通空白地域 

【メリット】 

 行きたい場所、行きたい時間を自由に選べる 

 多様な移動ニーズに対応できる 

 AI 配車により効率的な運行が可能 

 狭いエリアでは乗合率を高めることができる 

【デメリット】 

 迎えの時刻、到着時刻ともに予約状況により変動する 

 広域では需要が分散し、乗合率が低下する 
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② 準デマンド型(着時刻指定型) 

市街地への到着時刻は定時定路線のように指定されているが、途中のルートは予約に応じ

て柔軟に変更する方式である。利用者は「○時○分に市街地に到着する便」を選んで予約し、

自宅近くまで迎えに来てもらうことができる。郊外から市街地への移動が主である地域にお

いて、効率性と利便性を両立できる。 

【適用場面】 

 郊外から市街地への通院・買い物需要が中心の路線 

 谷筋や一本道など、線的な集落配置の地域 

 市町を跨ぐ路線のうち、利用者数が比較的少ない路線 

【メリット】 

 到着時刻が明確なので、通院・買い物等の計画が立てやすい 

 自宅近くから乗車できる 

 需要の分散を防ぎ、乗合率を向上できる（運行経費の効率化につながる） 

 予約状況に応じてルートを最適化し、効率的な運行が可能 

【デメリット】 

 迎えの時刻が予約状況により変動する 
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(6) エリア特性に応じた交通モードの選定方針 

能登地域は広大な面積を有し、市街地部から郊外部まで多様なエリア特性を持つ。そこで、エ

リア特性に応じて最適な交通モードを選定する方針を以下のとおり整理した。 

 

① 市街地部 

【エリア特性】 
 人口が比較的集中している 
 商業施設、病院、公共施設等が集積している 
 多様な移動ニーズが存在する 
 移動距離は比較的短い 

【推奨する交通モード】フルデマンド型 
市街地部では、住宅地から商業施設、病院、公共施設等への多様な移動ニーズが存在する。

これらのニーズに定時定路線で対応するのは困難であり、フルデマンド型により柔軟に対応

することが効果的である。また、比較的狭いエリア内での移動が中心となるため、予約が集

中すれば乗合率を高めることができ、効率的な運行が期待できる。 
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② 郊外部(谷筋・一本道型) 

【エリア特性】 
 集落が谷筋や幹線道路沿いに線的に配置されている 
 市街地への移動が主である 
 通院・買い物等の目的が中心 
 移動距離が長い 

【推奨する交通モード】準デマンド型(着時刻指定型) 
郊外部から市街地への移動が主であり、市街地での通院・買い物等の用務がある場合、到

着時刻が重要となる。準デマンド型により到着時刻を指定することで、利用者は計画的に行

動できる。また、谷筋や一本道では移動方向が限定されるため、同じ時間帯・同じ方向への

需要を集約することで乗合率を高めることができる。フルデマンド型では需要が時間的・空

間的に分散し、効率が低下する懸念があるため、準デマンド型が適している。 
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(7) 各市町におけるデマンド交通導入プラン 

２市２町それぞれの地域特性を踏まえ、デマンド交通の導入プランを以下のとおり整理した。 

① 輪島市 

【地域特性】 
 市街地部と門前地区、三井地区、東部地区など複数のエリアに分かれている 
 既に市街地部でデマンド交通「のらんけプラス」を運行中 
 東部地区では町野ボランティアによる運行が行われている 
【導入プラン】 
市街地部：フルデマンド型の継続・拡充 
現在運行中の「のらんけプラス」を広域 AIデマンドシステムに移行し、運行エリアの拡大

や運行時間帯の延長等を検討する。仮設住宅等からの移動需要にも対応できる柔軟な運行を

実現する。 

エリア 輪島市街地 
停留所 設置 
運行方式 自由経路型デマンド（停留所 to 停留所） 
運行日 平日 
受付 乗車の１時間前まで 
運賃 大人 200 円、高校生以下無料 
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② 珠洲市 

【地域特性】 
 市街地部と郊外の宝立、大谷、狼煙等の各地区に分かれている 
 現在「すずバス」を無料で運行中 
 能登町との境界部に移動需要が存在する 
【導入プラン】 
市街地部：フルデマンド型の導入 
現在の「すずバス」のうち、市街地循環型の路線等をフルデマンド型に転換することを検

討する。きめ細かな移動ニーズに対応するとともに、効率的な運行を実現する。 
エリア 飯田市街地 
停留所 設置 
運行方式 自由経路型デマンド（停留所 to 停留所） 
運行日 平日 
受付 乗車の１時間前まで 
運賃 無料 

 
郊外部：準デマンド型（着時刻指定）型 
利用者数の多い狼煙・飯田方面は現行の「すずバス」（定時定路線）を維持しつつ、利用者

が少ない路線については準デマンド型への転換を検討する。市街地への到着時刻を指定する

ことで、利用者の利便性を確保する。 
エリア 高屋・馬緤地区 ⇔ 飯田市街地 
停留所 設置 
運行方式 定路線型デマンド（停留所 to 停留所） 

往路：飯田市街地への到着時間を固定 
復路：飯田市街地からの出発時間を固定 

運行日 水曜日・金曜日 
受付 乗車の１日前まで 
運賃 無料 

 
エリア 宝立・上戸地区 ⇔ 飯田市街地 
停留所 設置 
運行方式 自由経路型デマンド（停留所 to 停留所） 

往路：飯田市街地への到着時間を固定 
復路：飯田市街地からの出発時間を固定 

運行日 火曜日・木曜日 
受付 乗車の１日前まで 
運賃 無料 
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図：珠洲市（導入前） 

図：珠洲市（導入後） 
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③ 穴水町 

【地域特性】 
 穴水駅を中心とする市街地部と、東部の向洋地区等に分かれている 
 現在、市街地循環バスと見守りバスを運行中 
 輪島市、能登町との境界に位置し、広域的な移動の結節点 
【導入プラン】 
市街地部：フルデマンド型の導入 
現在の市街地循環バスと見守りバスを統合し、フルデマンド型に転換することを検討する。

仮設住宅等からの移動需要にも柔軟に対応する。 
エリア 穴水市街地 
停留所 設置 
運行方式 自由経路型デマンド（停留所 to 停留所） 

※１便目のみ通学・通勤に利用する定路線型 
運行日 平日 
受付 乗車の直前まで 
運賃 100 円 

 
郊外地区：準デマンド型または既存路線バスの活用 
郊外において、見守りバス及び外出支援バスの運行されているエリア及び交通空白地域を

全域カバーする形で導入を検討する。なお、現在、北鉄能登バスの路線が運行されているが、

利用状況に応じて準デマンド型への転換も視野に入れる。なお、通学需要への配慮が必要で

あり、棲み分けを図る必要がある。 
エリア 郊外（４エリア） ⇔ 穴水市街地 
停留所 設置 
運行方式 自由経路型デマンド（停留所 to 停留所） 

往路：穴水市街地への到着時間を固定 
復路：穴水市街地からの出発時間を固定 

運行日 週２日／各エリア 
受付 乗車の直前まで 
運賃 200 円 
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図：穴水町（導入前） 

図：穴水町（導入後） 



105 

④ 能登町 

【地域特性】 
 宇出津を中心とする市街地部と、柳田、内浦等の各地区に分かれている 
 現在、予約制乗合タクシーやスクールバス混乗等、複数の交通手段が混在 
 輪島市、珠洲市との境界部に移動需要が存在する 
【導入プラン】 
宇出津市街地部：フルデマンド型の導入 
市街地部における多様な移動ニーズに対応するため、フルデマンド型を導入する。現在の

予約制乗合タクシーを AIデマンドに統合することで、利便性向上と効率化を図る。 

エリア 宇出津市街地 
停留所 設置 
運行方式 自由経路型デマンド（停留所 to 停留所） 
運行日 平日 
受付 乗車の１時間前まで 
運賃 700 円 

 
その他郊外地区：準デマンド型（着時刻指定型） 
 郊外部においては、現在の予約型乗合タクシーを踏襲する形で、準デマンド型（着時刻指

定型）として導入を図る。 
エリア 郊外（5 エリア） ⇔ 宇出津市街地 

※同一エリア内での乗降も可能 
停留所 宇出津市街地のみ設置 
運行方式 自由経路型デマンド（任意の乗降場所（郊外） to 停留所（宇出津市街地）） 

往路：宇出津市街地への到着時間を固定 
復路：宇出津市街地からの出発時間を固定 
※同一エリア内（任意の乗降場所 to 任意の乗降場所） 

運行日 平日 
受付 乗車の１時間前まで 
運賃 700 円 
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(8) 検討のまとめ 

本章では、奥能登２市２町における新たな交通モード(広域的なデマンド交通)の仕様について

検討を行った。 

 能登地域は広大な面積を有し、人口密度が低く、移動需要が分散しているという特性がある。

このような地域において、従来型の定時定路線バスのみで対応することは効率が悪く、一方

で完全なフルデマンド交通のみでは需要が分散し過ぎて乗合率が低下する懸念がある。 

 そこで、本検討では、エリア特性に応じて交通モードを最適に配置する「ハイブリッド型交

通システム」を提案した。具体的には、市街地部ではフルデマンド型、郊外部では準デマン

ド型(着時刻指定型)、主要幹線では定時定路線型を基本とし、需要に応じて柔軟に組み合わ

せる方式である。 

 特に、準デマンド型(着時刻指定型)は、能登地域の特性に適した新たな運行方式である。市

街地への到着時刻を指定することで、利用者は計画的に行動でき、かつ同じ時間帯・同じ方

向への需要を集約することで乗合率を高めることができる。郊外から市街地への移動が主で

ある能登地域において、効率性と利便性を両立できる有効な方式と考えられる。 

 既存の路線バスやタクシー事業との関係については、明確な役割分担と共存・協調を基本方

針とした。路線バスは需要が多い幹線や通学路線で維持し、需要が少ない路線はデマンド化

する。地元タクシー事業者にデマンド交通の運行を委託することで、安定的な収入機会を提

供するとともに、地域に精通したノウハウを活用することが可能である。 

 AI 配車システムについては、２市２町で共通のシステムを導入することにより、スケールメ

リットを発揮するとともに、市町を跨ぐシームレスな配車を実現する。システムには、フル

デマンド型と準デマンド型の両方に対応できる柔軟性、広域での最適化能力、高齢者への配

慮等が求められる。 

 本検討で提案した広域的なデマンド交通は、能登地域の特性に適した新たな公共交通モデル

である。第３章で検討した広域運営体制のもとで、本章で提案した交通モードを実現するこ

とにより、持続可能かつ利便性の高い公共交通ネットワークの構築が期待される。 

 今後は、２市２町、県、交通事業者等の関係者が連携し、具体的な導入に向けた詳細検討を

進めていく必要がある。特に、運行計画の詳細化、財源の確保、住民への広報等、解決すべ

き課題は多い。しかし、震災からの復興という転換期にある今こそ、新たな公共交通モデル

に挑戦する好機であり、関係者が一丸となって取り組むことで、能登地域の未来を支える公

共交通ネットワークの実現を目指すことが期待される。 
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第５ シンポジウムの運営 
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５ シンポジウムの運営支援 

(1) 開催概要 

① シンポジウムの位置づけ 

能登地域の AI オンデマンド交通導入・路線網再編が、今後、実証運行段階へ。あわせて、

単一市町ごとの取組から、広域体制での公共交通運営へ中長期的に移行することが想定され

る。 

石川県能登地域公共交通計画の策定が完了し、「パイロット・プロジェクト」による支援も

終了する今後、関係者の協働のもと「能登地域における地域交通をいかに持続可能な形で育

成するか」が課題。 

そこで、運営体制確立後の実装段階における実践的課題や参考となる先進事例を共有。併

せて、今後の能登地域における公共交通の更なる復興に向けた機運を醸成することとし、下

記の内容でシンポジウムの企画を行った。 

② 開催概要 

日 時：2026 年３月 26日（木）15:30～17:00（90 分） 

           ※石川県能登地域公共交通協議会の終了後、同会場で開催 

参加者:能登地域９市町（首長・交通担当課長）、県、AIデマンド運行ベンダー、運輸局 

     その他公共交通関係者（協議会委員など） 

     ※ハイブリッドで、全国自治体コンサル含め広く対象 

③ プログラム 

時間 内容（予定） 対応者 

15:30-15:35 開会挨拶 北陸信越運輸局 佐橋局長 

15:35-15:50 
石川県能登地域公共交通計画（第一次・第二次計画）、

パイロットプロジェクトの成果について (15 分） 
石川県 

15:50-16:05 
能登地域の公共交通移動モデルの構築支援に関する

調査報告について（15分） 
運輸局 

16:10-16:55 

意見交換（ディスカッション） (45 分） 

・地域公共交通計画やパイロットプロジェクトの成

果の実装に向けた課題、今後の見通し 

・AI デマンド交通など新たな交通に対する市町の 

期待と課題、他地域での先進事例 

・広域運営体制の実装段階での課題（人員配置、利用

促進、財源確保等） 

石川県 

運輸局 

AI ベンダー 

4 市町（担当レベル） 

16:55-17:00 まとめ 高山座長 
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④ 参加者が「持ち帰る」成果 

 AI デマンド導入後の地域交通の役割像（３～５年後の姿）の意識共有 

 持続可能な運営体制の実装上の課題と対応の議論 

 市町広域連携の「能登モデル」の全国への発信 

 奥能登４市町間の協調体制の強化、中能登５市町に対する情報提供・意識醸成 
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(2) 発表資料 

① 当日プログラム 
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② 石川県能登地域公共交通協議会 
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③ 北陸信越運輸局 
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(3) 開催結果 

① 開催概要 

日 時 ：令和８年３月 26 日（木）15：30～17：00 

場 所 ：のとふれあい文化センター ２階 会議室 

出 席 者 ：計 50名（内訳：パネリスト８名、現地聴講者 12名、WEB 聴講者 30 名） 

 

② 議事概要 

（髙山先生） 

本日のパネルディスカッションの論点はいくつかあります。一つは能登地域における地域公共

交通計画を実際に実装していくにあたっての課題、もう一つは AI デマンドの新しいシステムに対

する市町の期待、最後にこの協議会を進めていく中での今後の見通しについてです。これらの論

点について、皆様と議論を深めてまいりたいと思います。 

本日のディスカッションを通じて、皆さんには三つの成果を持って帰っていただきたいと思っ

ています。一つ目は、AI デマンドを導入しても、すぐにパラダイスができるわけではありません。

「３年後、５年後にこうなっていたらいいな」という見通しや姿を共有していただきたいと思い

ます。二つ目は持続可能な運営体制をどう作り上げていくのか、そのための課題はどこにあるの

か、対応策をどう考えていくのか、という点です。三つ目は市町をまたぐ広域連携である「能登

モデル」が成功した際に、全国に情報発信できる方向性を見出すことです。 

まず、パネリストの皆様に一通りそれぞれの思いや課題についてご発言いただいた後に、フリ

ーディスカッションの時間を取りたいと思います。 

最初は石川県の小林課長にお伺いします。先ほど能登地域公共交通計画がまとまりました。今

後、パイロット・プロジェクトを実装していくには、様々な課題があります。特に市町と連携し

た施策の協力体制、具体的には財政支援はどのようにお考えなのか、広域連携の調整にどこまで

関与するのか、などについて話せる範囲でお話しいただければと思います。 

 

（石川県：小林交通政策課長） 

まず、石川県は（地域公共交通に関しては）及び腰だと言われることがあります。一方で、市

町の中の様々な交通は住民のニーズに基づいて提供されるものですので、住民に身近な市町が主

役だと思っています。もちろん県は広域調整という立場ですので、様々なことに取り組み、取り

まとめながら進めてまいります。しかしながら、やはり主役は市町や交通事業者の皆様です。県

としては、それをしっかり最適化するという形で、課題があれば見つけに行って調整し、一緒に

話し合ってより良い答えにつなげていきたいと思います。 

財政支援についてですが、この２年間で協議会に 2,000 万円弱の費用が掛かっていますが、県

が全額負担して参りました。また、国のパイロット・プロジェクト事業の支援を得るために、協

議会事務局として補助金獲得についても尽力しております。その他、路線バスの運行欠損に対す

る県独自の補助制度を設け、支援を行っています。これ以上どこまでできるかはなかなか難しい

ところもありますが、復興に向けて県としてしっかりと取り組んでいきたいと思っています。 
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（髙山先生） 

ありがとうございます。県は広域調整の役割ということでした。 

それでは、市町の皆さまに具体的にお伺いしたいと思います。当然ながら、地域の交通を実際

に担っているのは市町の皆様です。それぞれの市町が現在抱えている交通の課題は何か、また AI

デマンドと既存路線の役割分担をどうするのかは非常に重要な課題だと考えています。 

最初に、これまでも市街地に AI デマンドを導入している輪島市からお伺いします。輪島市にお

ける交通の課題、AIデマンド導入による成果、住民への更なる浸透にどうしたらいいか、といっ

たことをお話いただければと思います。 

 

（輪島市：赤田交通政策係長） 

輪島市では、もともと路線型のコミュニティバスを運行していました。しかしながら、震災の

影響で道路が損壊し、倒壊した家屋が道路上に流れ込みました。また、仮設住宅ができ、人口配

置も変わりました。変化した需要に対応するためには、定路線型では難しく、課題を解消するに

はデマンド運行しかないという判断になりました。そこで、令和６年８月１日から国の共創モデ

ル実証運行事業という補助を活用し、デマンド交通を開始しました。 

輪島市では、既存路線との役割分担が大きなテーマとなっています。震災前におよそ３社あっ

たタクシー事業者が、現在は１社になってしまいました。タクシー事業者を補完する形で、AIデ

マンドを運行しなければならないと考えていますが、非常に難しい調整が必要です。運行の最適

化を考えると、持続可能なコストやそれに見合った運行本数などを決めていく必要があります。

しかしながら、利用者ニーズの観点から「最適」という言葉を考えた場合は、そうではないと思

います。そういった時間的な補完を AIデマンドの方で対応しています。 

２市２町の取組に対する期待として、配車予約システムの移行という側面もありますが、シス

テム管理を２市２町共同で賄うことによるスケールメリットが大きいと思います。現在、観光客

を受け入れられる状態ではありませんが、もともと奥能登２市２町は観光業が地元経済を支える

大きな側面がありました。復旧が進み観光客が訪れるような復興フェーズに入った際には、市町

をまたいで同じシステムを使える利便性が、将来的な市町連携を生むきっかけになるのではない

かと期待しています。 

次に AI デマンド導入による課題ですが、主に高齢者の方々に配車アプリを普及し、使い慣れて

いただくことが難しいという課題が浮き彫りになっています。今回２市２町のシステムでは、専

用アプリに加え、自治体公式 LINE からも配車予約ができる形で構築していただいています。震災

後に自治体公式 LINE が相次いで導入され、普及率も高いことから、専用アプリの操作を手間に感

じる高齢者の方にも利用していただけるのではないかと期待しています。 

最後に、全国の自治体どこも同様だとは思いますが、輪島市が抱える最大の課題は、二種免許

を有するドライバーの確保が難しく、交通事業者全体の運行能力が弱まっている点です。そこで

輪島市では、道路運送法第 78 条第２号に基づき、市が主体となって AI デマンドを運行していま

す。このような課題に対しては、AIデマンドが将来的に交通事業者のリソースの共同化・協業化

のきっかけとなり、２市２町の垣根を越えた取組への展開に繋がることに期待しています。また、

自治体職員も減っている中で、交通政策にかかる多くの法的事務が整理され、効率化が図られる

ことにも期待しています。 
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（髙山先生） 

ありがとうございます。既に AI デマンドを導入されている立場から、AIデマンドの課題や、自

治体公式 LINE の活用などについてお話しいただきました。 

続きまして、珠洲市にお伺いしたいと思います。珠洲市では無償の「すずバス」が運行されて

います。そこで得られている知見や課題についてお伺いしたい。また、AIデマンドを導入する際

の、すずバスとの役割分担についてどのように考えているのか、お話いただければと思います。 

 

（珠洲市：石尾企画財政課主幹） 

すずバスは令和４年３月の終わり頃から無償で運行を始めました。どこでも走れることが最大

の強みだと考えています。二次避難の際には、大型車では道が悪く各避難所を回れないことがあ

り、すずバスは各避難所からミーティングポイントの道の駅「すずなり」までの運行を担ってき

ました。そこで得られた知見というほどでもないですが、運転手が市民の方であるため目線が近

く、利用者の方の状況や道路の状況なども把握しやすいことがあります。 

課題は、二種免許がいらないとはいえ、やはり人材不足です。大型免許を持っている方にお声

がけしていますが、復旧・復興作業でも運転手が必要とされ、賃金面でそちらに流れてしまって

いるのが現状です。 

AI デマンドと既存路線の役割分担は、今後ますます必要になると考えています。直近では、ご

自宅を再建され、仮設住宅からご自宅に戻られる方が徐々に増えてきています。すずバスが仮設

団地を回れるように停留所を設置していましたが、これからは仮設団地と従来の住宅地の両方を

カバーする必要があります。AI デマンドは、仮設団地と従来の住宅街の両方をカバーするために

こそ必要となると思います。そのため役割分担というよりは、すずバスの中でその仕組みを取り

入れていきたいと考えています。 

外出機会の創出では、現在は北鉄能登バスと協力して市民の乗車運賃無料の取組を実施してい

ます。震災前は北鉄能登バス、北國銀行、珠洲市で協力し、Visa タッチ決済後にトチポで還元す

る仕組みの構築を目指していましたが震災で断念しました。改めてこの取組の実現を検討してい

ます。また、すずバスや市内事業者のタクシーに乗車した際にＱＲコードを読み取るとトチポや

エコポイントが貰える仕組みも検討していました。こうした施策で外出機会を創出し、仮設住宅

での閉じこもりによる問題が起きないようにしていきたいと考えています。 

 

（髙山先生） 

ありがとうございます。二種免許が要らない無料のバスを運行していることで、ドライバーが

確保できていると思っていました。復興事業の方が給料が高く、そちらに流れてしまっていると

いうことですので、しばらくは無理かもしれませんが、復興事業の仕事も終わり、人が戻ってく

ることに期待したいですね。 

それでは続きまして、穴水町にお伺いしたいと思います。穴水町では一般路線バス、市街地循

環バス、見守りバス、外出支援バスなど様々なバスが運行されています。それらを AI デマンドに

統合するという話ですが、町民の方々の理解は得られているのでしょうか。今までの交通体系の

方が良い、という意見も出てくるかと思います。どのように説明して統合していくのでしょうか。 
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（穴水町：今井観光交流課係長） 

市街地循環バスは令和５年の初めに導入したもので、実装１年経たないうちに地震になってし

まいました。見守りバスは震災後に運行開始したものです。震災前から継続して運行しているも

のは、福祉関係の外出支援バスのみです。これらを全て統合するのは、重複路線や空白地が多く

見られる継ぎはぎの交通網になってしまっているためです。例えば、市街地循環バスでは１日の

うちで全く人が乗らない路線があります。見守りバスや外出支援バスにおいても、乗車人数の偏

りが見られます。しかしながら、全く乗られないわけではありません。したがって、そこを残し

つつ、他の大勢の方を乗せるために時間を上手く使うには、区域型の AIデマンドで運行をする方

が良いと考えております。 

また、北鉄能登バスでも整理がなされ、穴水町を回っていた路線も実質２分の１程度の本数、

もしくは全く走っていない路線があるという状態です。その穴埋めとしても、AI デマンドにはと

ても期待しております。 

穴水町においても高齢者の方が多いため、観光客というよりもまずは地域の人の病院への足、

買い物への足といった最低限の保護ネットを用意できる形にはしていきたいと思っています。AI

デマンドについては、今まで重複路線で無駄になっていた時間や距離を、乗りたい人がいる地域

に当てられるという点で、とても良いと思っております。 

 

（髙山先生） 

ありがとうございました。様々な種類のバスがある状況下で、AI が得意な時間的な効率化や路

線の最適化ができるという点で、非常にいいかもしれません。 

それでは最後に能登町にお伺いいたします。能登町では従来の予約型の乗合タクシーが導入さ

れており、その経験もあるかと思います。今回新たに AI デマンドを導入することを考えた時に、

何を期待しているのか、あるいは路線バスとの役割分担をどのように考えているのか、お話いた

だければと思います。 

 

（能登町：綱屋企画財政課主幹） 

能登町の既存路線には、北鉄能登バスの路線バスと恋路観光バスの「うちうら線」、柳田地区を

運行する自家用有償旅客輸送の「柳田地区混乗スクールバス」があります。最後にご紹介のあっ

た予約型乗合タクシーで、既存路線が構成されており、ここに AIデマンドを導入します。既存路

線の役割分担として、予約型乗合タクシーは年間約 5,000 人の利用があります。一方で、おそら

く町内の９割以上の公共交通利用者が北鉄能登バスを利用しており、北鉄能登バスが圧倒的に利

用されている状況です。予約型乗合タクシーは便利ではありましたが、自宅と宇出津地区を結ぶ

だけで、他の地区にある病院などには行けないという課題がありました。 

また、利用者の平均年齢が 82歳程度と高齢なため、利用者が予約を忘れてしまうことがありま

した。現状でも予約を忘れられ、迎えに行ってもおられないということが何件かあります。高齢

者の方が予約を忘れて帰れなくなるという状況を防ぐため、帰りの予約は宇出津病院からに限定

していました。そのため、タクシーで各施設から宇出津病院まで移動し、宇出津病院で予約型乗

合タクシーに乗り換えていただいていました。AIデマンド導入後は、宇出津地区にバス停を何箇

所か設け、宇出津病院以外からも乗れるという形にしようと考えています。AIデマンドであれば、
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乗り場が指定され、運転手が見て回ることができるため期待しています。また、能登町の松波地

区には個人の医院がありますが、これまでは宇出津病院に行くことをお勧めしていました。予約

があれば行先が可視化されるため、運転手にも分かりやすく良いと思います。 

既存路線の役割分担のところで、当町は公共交通利用者のうち北鉄能登バスの利用者が９割以

上いるため、北鉄能登バスは基幹となる交通手段だと考えており、是非残ってほしいです。現在

は市町をまたぐ移動の際には、北鉄能登バスに乗らないといけないという形ですが、今後もある

程度は続いていくものと考えています。令和９年度以降に、AIデマンドで他市町への乗り入れを

検討していくという計画にあり、もちろん考えていくべきだとは思います。しかしながら、能登

半島の奥能登部分だけでも相当な広さがあり、デマンド型では他市町の遠い地域まで乗っていく

のは難しいです。一旦行くと戻ってくる時間もさらにかかるため、路線型でなければ隣の市町の

遠いところには行けないのではないかと思います。経済圏が被る地区ぐらいの行き来は今後必要

になってくると思いますが、そこをどう担うかが課題だと思います。例えば、ドライバー不足で、

そこまで回れないという交通事業者もいるため、そこをどうしていくのかが課題になってきます。 

能登町では、ドライバーの平均年齢が 70 歳を超えており、潜在的にドライバーが不足していま

す。５年後・10 年後にはドライバーが退職してしまうため、対応策を考えない場合は、物理的に

公共交通の維持が困難になってしまいます。 

また、現状の公共交通は最低限の水準でしかないと認識しています。住民の方々に我慢しても

らい、なんとか朝と昼と夕方ぐらいを確保している状態です。利用者に無理して我慢して利用し

てもらっている中で、なんとか利用者が行きたい時に行けるような状況を作り出していきたいと

考えています。ただ、どうしてもドライバーの不足、あとは面積が広過ぎてカバーができないと

いう問題があります。AIデマンドに限らず、奥能登２市２町の交通協議会の中でも話し合うこと

で、担当レベルだけでなく、首長レベルの意識を合わせていくことが大事になってくると思いま

す。そういった面でこの協議会や AI デマンドの将来性には期待しております。また、北鉄能登バ

スの今後の運行にも大変期待しております。 

 

（髙山先生） 

ありがとうございます。自分で予約したことを忘れてしまうという事態は、AIデマンドでも起

こり得るのではないでしょうか。 

 

（能登町：綱屋企画財政課主幹） 

あり得るかと思いますが、避けては通れないところではあります。 

 

（髙山先生） 

予約した場合は、直前にスマホに呼び出しが行くなどの対応をしなければ、忘れてしまうのは

仕方がないのではないでしょうか。 

 

（能登町：綱屋企画財政課主幹） 

自分では忘れたつもりはなくても、予約を忘れている方もいます。また、スマホを持たず電話

のみで予約する方が、多くを占めると思います。そこにスマホへの通知だけではカバーできない
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ため、今後の課題だと思います。 

 
（髙山先生） 

非常に大きな課題だと思います。４市町の事情をお伺いして、たくさんの大きな課題があるこ

とが分かってきました。 

それでは、この AI デマンドのシステムを作り上げているネクスト・モビリティにお伺いいた

します。津幡町では非常に評判がいいと聞いております。その評判はどこから来ているのでしょ

うか。また、他により良い先進事例があればご紹介いただきたい。全国の先生方も聞いているた

め、我が社の売りはここだと、ぜひアピールをお願いします。 

 
（ネクスト・モビリティ㈱：西副社長兼ＣＯＯ） 

弊社は地域の公共交通、地域の足をしっかり守っていきたいという思いを、社員一同が持って

おります。我々は、システムを提供させていただく形で地域公共交通に関与させていただいてお

ります。一方で、それぞれの地域には、これまでの足を守ってきたバス事業者やタクシー事業者、

そして鉄道事業者がいらっしゃいます。そういった方々や自治体も含め、いかに連携して取り組

んでいけるかというところを大事にしております。その中で一番重要となるのは、地域の課題で

す。全く同じ課題はなかなかなく、似た課題に見えても、地理的にも住民の住んでいる密度も違

います。道路形状も異なり、目的地などの位置関係も変わってきます。それらを加味した上で、

その地域に合ったミーティングポイントの設定や台数、時間などを一緒に作っていくことが非常

に重要だと思います。ここが津幡町様から良いお声をいただいている大きなポイントだと思って

おります。 

また、AI デマンドの特性として、その柔軟性が一つ挙げられると思っております。本日の副題

も創造的復興となっています。復興を続けていく中で、人の住んでいる場所が徐々に変わってい

き、新しいところができます。そうすると、目的地も徐々に変化していきます。定時定路線の良

い点は、非常に分かりやすく、輸送力があることです。一方で、ルートが変更しにくく、ダイヤ

改正の際には住民への周知に大きな労力がかかるため、多くとも年２回程度のダイヤ改正にとど

まってしまいます。オンデマンド化することによって、ミーティングポイントの柔軟な追加や、

利用されていない箇所を整理することができます。利用実績がデータ化されていくため、どのよ

うな場所で利用が多いのか、少ないのかが分かるような形になっています。当社のシステムは高

い配車能力を有しており、一定の車両がダウンサイジングしたとしても、しっかりと輸送力を確

保しながら足を守っていけるのが大きなポイントだと思います。 

事例として、分かりやすさや利便性の良さから、利用が徐々に増加していくケースも出てきて

います。そうすると徐々に待ち時間が伸びてしまうため、なかなか悩ましいところです。一方で、

乗車・降車場所が集中している場合には、定路線化した方がいいのではないかという声も出てき

ます。オンデマンドが一つの答えというよりも、定路線に戻すことで利用者が増えるのであれば、

将来的に定路線に戻すことも選択肢の一つとして考えられるのではと思っています。 

また、観光客というような声もありました。個人的にモデルケースとして実現したいと考えて

いるのは、朝夕は地域の方の通勤通学で支えつつも、日中は観光客の方がメインで利用し、総合

的に地域の足が守られるというモデルです。このようなモデルをしっかり作り上げられれば、先
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進的な成功事例になるのではと思っております。 

まずは秋口から導入されるということで、しっかりと皆様の声を聞き、より良いものを作って

いけるように密に連携を取らせていただけたらと思っております。 

 

（髙山先生） 

ありがとうございます。地域地域に合った柔軟なシステムを組めることが一番の強みではない

かと思います。将来的に私が希望するのは、ロサンゼルス自動運転タクシーのようなものが導入

され、ドライバー不足の問題も解消されることです。高額になってしまうかもしれませんが、シ

ステムは国に面倒を見てもらえるようにして、地元ではランニングコストだけを頑張る。それが

理想ではないかと、少し夢を見させていただきました。 

それでは、国として、色々頑張っていることはよく知っております。先ほど少しだけ広域連携

の事例として長野県の南信地区の話題がありましたが、全国的な事例はその他にもありますでし

ょうか。 

 

（北陸信越運輸局：大村交通企画課長） 

先ほど紹介した南信州地区のパイロット・プロジェクトの他には、茨城県の４自治体では、運

行管理も含めて一括でマネジメント業務を共通の事業者に委託し、他の事業者にまとめて卸して

いる事例があります。運行管理も含め、民間事業者が前に出ている事例であるため、参考になる

と思います。 

また、国のキーワードとして、交通空白解消と共同化・協業化を掲げています。しかし、予算

措置や法改正をしたとしても、共通化したところを担える人材がそもそもいないため、なかなか

難しい状況ではあります。一朝一夕に解決はできませんが、国としても予算や法改正も含めて支

援をしているところです。 

 

（髙山先生） 

ここからはフリーディスカッションということで、自由にご意見を頂戴したいと思います。い

くつか課題はありますが、やはり私は、今ある既存の路線バスと AIデマンドをどう役割分担して

いくかが、非常に大きな課題の一つだと思っています。一つの考え方としては、先ほど提案にあ

りましたように、朝夕は定路線の路線バスで対応し、日中の閑散期は AIデマンドでカバーできる

ようにするという考え方もあります。また、穴水町のように時間や曜日で上手く役割分担にする

という考え方もあると思います。他にもっと良いアイデアがあれば、皆さんにお伺いしたい。例

えば「こんな取組をやってみたい」「このシステムでこんなことは実現できるか」といった具体的

なご意見はありますでしょうか。システムについて、お金がもう少しかかる場合には、県がお金

を出してくれるかもしれませんが、いかがでしょうか。 

 

（石川県：小林交通政策課長） 

国と相談します。 
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（髙山先生） 

では、国の方にお伺いします。公共交通空白地域の対策は非常に重要であり、国も様々な仕組

みを導入し、予算措置を取っています。今回の AIデマンドもその一つかと思いますが、他に取り

組んでいることはあるのでしょうか。 

 

（北陸信越運輸局：大村交通企画課長） 

国として共同化・協業化をキーワードの中で、実際にどんどん踏み込んでいきたいのは、複数

市町や複数事業者による車両や人材の共有です。奥能登地域の各市町にも、少なくはありますが

複数のタクシー事業者がいらっしゃいます。例えば、そのようなところで車両人材の共有をゆく

ゆく見据えるというのは一つあるのではと思ってます。今回、AI デマンドを入れたことはその端

緒になると思います。県からは、令和９年度以降に市町をまたぐ運行について検討していく旨の

説明頂いています。その観点も取り入れつつ、スクールバスや福祉輸送、商業施設の送迎バスな

どを含めたドライバー・車両の共有化といった他分野連携についても手を出せればと思っていま

す。引き続き局も一緒になり、これらを検討していきたいと思っています。 

 

（髙山先生） 

ありがとうございます。私が少し関わっている能美市の地域公共交通協議会の中では、スクー

ルバス運転手の空いている日中の時間帯を活用し、公共ライドシェアのドライバーを担っていた

だくというすごく良いアイデアが始まりました。利用者が少なく心配なところもありますが、空

き時間を上手く有効利用する、スクールバスと上手くジョイントするという方法は、とても良い

仕組みだと思います。国には、より多くの情報提供や最終的な支援をやっていただけると思いま

す。 

 

（北陸信越運輸局：大村交通企画課長） 

交通再構築関係予算という形での支援をまさに考えております。明日が申請期限となっており、

当局にも様々なご相談をいただいております。スクールバスなどの遊休車両を活用し、共同化・

協業化できないかといったところに、今後支援をしていく予定ですので、引き続きご支援させて

いただきたいと思っております。 

 

（髙山先生） 

ありがとうございます。最後に石川県の決意と、来年度それ以降に向けての方針を伺いたいと

思います。 

 

（石川県：小林交通政策課長） 

能登では復興が更に進み、観光需要がまた高まってきます。また、のと里山空港ふるさとタク

シーやのと鉄道もあります。そして、いつかわかりませんが、４病院の統合もありますが、アク

セスの問題やバス運転手の不足により長期的な維持が難しいという課題があります。AIデマンド

だけでなく、コミュニティバスなど様々な交通手段を上手く連携させ、住民や観光客にとって利
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用しやすい交通網を作っていく必要があります。自治体、交通事業者、国などと協議し、これら

を一つ一つ解決していかなければならないと思います。来年度以降も研究会を開き、具体的な路

線の連携や再編について検討していきたいと考えています。 

 

 

（髙山先生） 

ありがとうございました。小林課長の決意をお伺いできましたので、来年度からは大変明るい

将来が開けるのではないかと思っています。一方で、能登空港の事務所に交通担当者を、最低一

人は常駐させることが大事ではないかと思います。時間が少しオーバーになりましたが、本日の

シンポジウム最後まで、お聞きいただきまして、ありがとうございました。これで締めたいと思

います。 

以 上  

 

③ 会場写真 
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６ 本業務の成果と課題 

本業務では、令和６年能登半島地震からの復興過程にある奥能登２市２町において、持続可能

な地域公共交通の実現に向けて、「地域公共交通に係るニーズ及び対応の変遷の整理」「公共交通

の広域運営体制の設立に向けた検討」「新たな交通モード(広域的なデマンド交通)の仕様検討」の

３つの観点から検討を行った。本章では、本業務で得られた成果を総括するとともに、今後の取

組の方向性を示す。 

 

① 本業務の成果 

(ア) 地域公共交通に係る現状と課題の明確化 
第２章では、奥能登２市２町における震災２年目のフェーズでの地域公共交通へのニーズ

と対応状況を整理した。各市町の復興計画において地域公共交通が重要な基盤として位置付

けられている一方で、交通事業者における深刻な担い手不足、各市町における財政負担とマ

ンパワー不足、市町間を跨ぐ移動ニーズへの対応困難など、構造的な課題が明らかになった。 

これらの課題は、各市町が個別に対応するには限界があり、広域的な連携による解決が不

可欠であることを示している。 

(イ) 広域運営体制の具体的な方向性の提示 
第３章では、先進事例の分析と能登地域の実情を踏まえ、広域運営体制の具体的な方向性

を提示した。 

組織形態については、段階的なアプローチを推奨し、Step１「法定協議会による緩やかな

連携」、Step２「定型業務のアウトソース」、Step３「広域事務組織による地域公共交通マネ

ジメント」という３段階での体制構築を提案した。 

広域運営体制が担うべき機能としては、「定型業務のアウトソース」「地域公共交通のマネ

ジメント」「広域で取り組む交通の運営」の３つの柱を整理した。特に、共同配車センター機

能、AI デマンドシステムの共同導入・運営、広域的な運行計画の策定等が重点機能として位

置付けられた。 

これらの検討により、２市２町の業務負担軽減、スケールメリットの発揮、市町境を越え

たシームレスな移動の実現といった、広域連携の具体的な効果が期待できる。 

(ウ) 地域特性に応じた新たな交通モデルの提案 
第４章では、能登地域の特性に適した新たな交通モード(デマンド交通)の仕様を検討した。 

重要な成果として、エリア特性に応じてデマンド交通の運行方式を最適化する「ハイブリ

ッド型交通システム」を提案した。主要幹線では定時定路線型の通学交通との棲み分けを図

ることを前提として、市街地部ではフルデマンド型、郊外部では準デマンド型(着時刻指定型)

とし、地形や地域特性に応じて柔軟に組み合わせる方式である。 

特に、準デマンド型(着時刻指定型)は、能登地域の特性に適した新たな運行方式として注

目される。市街地への到着時刻を指定することで、利用者は計画的に行動でき、かつ同じ時

間帯・同じ方向への需要を集約することで乗合率を高めることができる。郊外から市街地へ

の移動が主である能登地域において、効率性と利便性を両立できる有効な方式である。 
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② 今後の取組の方向性 

本業務で得られた成果を踏まえ、今後、市町、県、国(運輸局)、交通事業者が一体となって理

解と協力をさらに深め、持続可能な能登地域公共交通の実現に向けて着実に前進していく必要が

ある。具体的には、以下の４つの方向性で取組を進めることが重要である。 

(ア) 広域運営体制の構築ロードマップ(例示) 
広域運営体制の構築に向けて、段階的なロードマップを設定し、着実に前進していくこと

が重要である。 

Step１：広域事務の統合に向けた検討・協議 

まず、２市２町の担当者による実務協議を開始する。広域運営体制の必要性、組織形態の

選択肢、業務範囲、財政負担等について、具体的な検討を深める。また、先進地域への視察

や専門家からの助言を得ながら、能登地域にふさわしい体制を模索する。 

Step２：定型業務等の一元化・効率化 

次の段階として、能登地域法定協議会(仮称)の設立、共通事務の一元化開始に取り組む。

法定協議会を正式に設立し、２市２町及び県、国、交通事業者、住民代表等が参画する協議

の場を整備する。並行して、補助金申請事務やデータ分析等の共通事務について一元化を開

始し、各市町の負担軽減を図る。 

Step３：広域事務組織による交通マネジメント 

中長期的には、一般社団法人または広域事務組合による運営体制を構築する。専門的な人

材を配置し、地域公共交通のマネジメント機能を強化する。Step２での実績を踏まえ、より

安定的で持続可能な体制への移行を目指す。 

(イ) AI デマンド交通の実装ロードマップ(例示) 
広域的な AI デマンド交通の導入についても、段階的なアプローチが重要である。 

令和８年度：実証実験の実施 

まず、モデルエリアを選定し、実証実験を実施する。各市町の市街地部など、AIデマンド

交通の効果が発揮されやすいエリアを選定し、システムの動作確認、利用者の反応把握、運

行上の課題抽出を行う。導入にあたっては、利用促進キャンペーンや住民説明会を実施し、

住民への浸透を図る必要がある。 

令和９年度：本格導入 

実証実験の結果を踏まえ、システムや運行計画を改善した上で、本格導入を行う。 

本格導入後の運行実績を評価しながら、段階的にエリアを拡大していく。郊外部への展開、

市町跨ぎ運行の拡充等を進め、最終的には、定時定路線のバス路線網と合わせて２市２町全

域をカバーし「交通空白」解消を目指した広域的な交通ネットワークの完成を目指す。また、

他の能登地域への展開も視野に入れる。 

(ウ) 関係者の連携強化 
持続可能な公共交通の実現には、関係者間の緊密な連携が不可欠である。 

２市２町、石川県、北陸信越運輸局が、今後も定期的に協議の場を設定し、情報共有と課

題解決に取り組む。特に、広域運営体制の構築や AIデマンド交通の導入といった大きな変革

に際しては、三者が一体となって進めることが重要である。 
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(エ) 交通事業者との協力関係構築 
北鉄能登バス、タクシー事業者等の既存交通事業者との協力関係を構築する。路線バスの

再編、デマンド交通の運行委託等について、事業者の経営や雇用に配慮しながら、持続可能

な運行体制の構築に向けて協議を進める。将来的には広域運営組織が窓口となり、建設的な

対話を促進する。 
(オ) 住民への丁寧な説明と理解促進 

新たな公共交通システムの導入に際しては、住民への丁寧な説明と理解促進が不可欠であ

る。広報誌やホームページでの情報発信、地域での説明会開催、体験乗車会の実施等を通じ

て、新しいシステムの利便性や利用方法を分かりやすく伝える。特に、高齢者に対しては、

予約方法等を丁寧に説明し、安心して利用できる環境を整える。 
 

③ 国の支援制度の積極的活用 

財政面での持続可能性を確保するため、国の支援制度を積極的に活用する。 
(ア) 地域公共交通確保維持改善事業 

地域公共交通計画に基づく事業については、国の地域公共交通確保維持改善事業による補

助を活用する。特に、AIデマンドシステムの導入費用、車両購入費用、運行経費等について、

補助制度を最大限活用し、市町の財政負担を軽減する。 

(イ) 「交通空白」への支援 
交通空白地域におけるデマンド交通の導入については、国の「交通空白」に関する支援制

度を活用する。AIデマンドシステムの導入等への補助により、イニシャルコストの負担を軽

減する。 

(ウ) その他関連施策の活用 
その他、地方創生推進交付金、デジタル田園都市国家構想交付金等、関連する国の支援制

度についても積極的に活用を検討する。複数の制度を組み合わせることで、財政負担を最小

化しつつ、質の高い公共交通サービスを提供する。 
 

④ 結び 

令和６年能登半島地震は、奥能登地域に甚大な被害をもたらした。しかし、この困難な状

況は同時に、従来の枠組みを超えた新たな地域づくりに挑戦する機会でもある。 

地域公共交通は、住民の生活を支える重要なインフラであり、地域の持続可能性を左右す

る基盤である。本業務で検討した広域運営体制と新たな交通モードは、震災からの復興を契

機として、能登地域が持続可能な公共交通ネットワークを構築するための具体的な道筋を示

すものである。 

今後、２市２町、石川県、北陸信越運輸局、交通事業者、そして住民が一体となって、本業

務の成果を着実に実現していくことが求められる。一つ一つの課題を丁寧に解決しながら、

段階的に前進していくことで、能登地域の未来を支える公共交通ネットワークが実現される

ことを期待するものである。 


